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環境部 ＰＭ 越後 拓海（2020 年 11月〜2021 年 3月）

０．事業の概要

本事業は、これまでの 2つのNEDO事業と技術的に関連がある。1 つは、2017年度まで

実施した「CO2 分離型化学燃焼⽯炭利⽤技術開発（通称︓ケミカルルーピング）」であり、

もう 1 つは、2020 年度まで実施した「CO2回収型次世代 IGCC技術開発（通称︓クロー

ズド IGCC）」である。前者では、ケミカルルーピングガス化燃焼による⽯炭利⽤のプロセス実

現に技術的目処をつけたが、経済性や市場性の観点で一時中断となった。後者では、プロセ

スから約 100%の CO2 を回収しつつ、⾼効率⽕⼒発電並み（42%HHV）の発電効率を

⾒通す要素技術を確⽴するとともに、産業用ガス化炉への展開を考案した。一方で、CCS

技術の実用化に向けた検討状況、成果の早期実用化の重要性を考慮し、「燃料の多様

化」と「有価物併産」の技術要素を追加した上で、派生的に「CO2 分離・回収型ポリジェネ

レーションシステム技術開発（本事業）」を開始した。

なお、CO2分離・回収型ポリジェネレーションシステムを構築可能な技術として、噴流床ガス

化技術と流動床ガス化燃焼技術が想定されたため、本事業では、両技術に対する研究開

発を 2 つの個別テーマとして並⾏して推進する。噴流床はクローズド IGCC の後継であり、流

動床はケミカルルーピングの後継である。

本事業では、要素技術の研究開発、設計技術の検討および経済性の検討を実施する。

１．事業の位置

付け・必要性

について

温室効果ガスの排出削減は世界的に認知された課題である。一方で、排出削減に資する

CO2 分離・回収技術は存在するものの、現状ではエネルギー損失が大きく、高コストであると

いった課題がある。このため、CO2分離・回収の⾼効率化とコスト低減が求められている。

「次世代⽕⼒発電に係るロードマップ」では、CCUS の実用化には経済的な CO2分離・回

収技術の確⽴が不可⽋とされ、「カーボンリサイクル技術ロードマップ」では、CO2 回収を容易

にするプロセス技術として「クローズド IGCC」と「ケミカルルーピング」の用語とともに、2030 年に

1,000 円台/t-CO2 という分離・回収コストの目標が明記されている。

これらの背景を踏まえ、本事業では、「バイオマスや廃棄物を燃料化することによる CO2 排

出削減」と「ガス化技術の構築と有価物併産に伴うCO2分離・回収コスト低減」を目的とし、

「CO2分離・回収型ポリジェネレーションシステム」の確⽴に向けた技術開発を実施する。
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２．研究開発マネジメントについて

事業の目標

中間目標（2022 年度）

・ CO2 分離・回収型ポリジェネレーションシステムの実証設備設計に必要な要素技術の確⽴

に目処をつける。

最終目標（2024 年度）

・ CO2分離・回収型ポリジェネレーションシステムにより分離・回収コスト 1,000 円台/t-CO2

を⾒通せる⽕⼒発電設備の設計技術確⽴および経済性を評価する。

事業の

計画内容

主な実施事項 2020fy 2021fy 2022fy 2023fy 2024fy

[噴流床]

多様な燃料

を利⽤する

CO2回収型

ポリジェネ

レーションシ

ステム基盤

技術開発

①全体システ

ム評価

②発電・合

成技術

③ガス化炉、

ガス精製技

術

[流動床]

ケミカルルー

ピング燃料ポ

リジェネレー

ション技術開

発

①要素技術

研究開発

②300kWth

スケール CLC

実証

事業費推移

(単位:百万円)

特別会計（需給） 2020fy 2021fy 2022fy 2023fy 2024fy 総額

総NEDO負担額

（委託費）
75 458 863 596 411 2,403

開発体制

経産省担当原課 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石炭課

プロジェクト

リーダー
―

プロジェクト

マネージャー
環境部 森 匠磨

委託先

【多様な燃料を利⽤するCO2回収型ポリジェネレーションシステム基盤技

術開発】

(一財)電⼒中央研究所

（再委託先︓三菱重⼯業(株)、九州大学、京都大学）

【ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーション技術開発】

(一財)石炭フロンティア機構

（再委託先︓新潟⼤学、東京⼯業⼤学、中央⼤学、群⾺⼤学）

大阪ガス(株)
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情勢変化への

対応

事業開始（2020 年 11月）頃から、カーボンニュートラルを目指した情勢変化が明確化。

 2020 年 10月 我が国における「2050 年カーボンニュートラル」宣言。

 2020 年 12月 「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略」策定。

 2021 年 4 月 「2030 年度に、温室効果ガスを 2013 年度から 46％削減。さらに、

50％へ挑戦」を表明（気候変動サミット）。

 2021 年 6月 「グリーン成⻑戦略」の内容を具体化。

⇒ カーボンニュートラル実現には「⾼効率＆低コストな CO2分離・回収技術」が重要。

コンビナートの脱炭素化には「コンビナート内のエネルギー等の融通」が重要。

ポリジェネレーションシステムには、「エネルギー効率向上」、「CO2 分離・回収コスト低減」、

「熱・物質サプライシステムの機能」の特徴があるため、その実現を目指す本事業の重要性は

増⼤。情勢変化への対応として、早期の社会実装を⽬指し、要素技術の確⽴へ推進中。

評価に関する

事項

中間評価 2022 年度 中間評価

事後評価 2025 年度 事後評価（予定）

３．研究開発成

果について

事業全体の成果

・ 要素技術の確⽴に⽬処をつける中間⽬標に対し、研究開発は計画通りに進捗し、システ

ム構成の⽴案やプロセス原理の検証を完了した（2022年度末までに達成⾒込み）。

・ コスト検討にも着手し、1,000 円台/t-CO2の分離・回収コストを実現する⾒込みを得た。

・ 設計技術の確⽴と経済性の評価の最終⽬標は、試験データ採取を継続するとともに、各

要素開発の成果を連携し、全体システムにフィードバックする方式で開発を推進しており、

達成できる⾒通しである。

研究開発項目（テーマ）毎の成果

〈多様な燃料を利⽤する CO2回収型ポリジェネレーションシステム基盤技術開発〉

 発電技術ではガスタービンや燃料電池の有効性、化学合成ではメタノールの将来性を確認

し、システム構成案を⽴案した。また、構成案をもとに CO2分離・回収コストを試算できた。

〈ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーションシステム技術開発〉

ラボ装置とコールドモデルを⽤いて、循環流動層の運転条件を確認するとともに、プロセス原

理を検証した。また、経済性モデルを作成し、CO2分離・回収コストを試算した。

投稿論⽂ 「査読付き」1 件、「その他」1 件

特 許 「出願済」2件

その他の外部発

表（プレス発表

等）

研究発表・講演︓15 件

新聞・雑誌︓13 件
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４. 成果の実用

化・事業化に向

けた取組及び⾒

通しについて

⼩規模な研究開発でコアとなる要素技術を確⽴後、スケールアップを経て、実⽤化を着実

に目指す方針を採用している。ただし、スケールアップに関する技術開発だけに固執せず、幅

広いニーズに合わせたシステム構築と、それらの普及展開の可能性も視野に入れ、適用可能

な技術・規模から順次、成果の実用化を目指す。

例えば、本事業にて要素技術を確⽴後は、バイオマス燃料の⼩規模システムの実⽤化を

目指すとともに、中規模システム向けの開発を推進し、最終的には、中規模システムの実用

化をも目指す。

なお、本事業の成果として「CO2 分離・回収型ポリジェネレーションシステム」が実現した場

合は、CO2 分離・回収コスト低減のニーズの⾼さ、併産化学品（水素、メタノール）の需要

の多き、熱・物質サプライシステムとしてコンビナート内の産業間連携への貢献などの要因によ

り、実⽤化の⾒通しは極めて⾼いと推察する

５．基本計画に

関する事項

作成時期 2016 年 1月 制定

変更履歴

2016 年 4 月、9 月、2017 年 2 月、5 月、6 月、2018 年 2 月、7

月、9月、2019年 1月、7月、2020年 2月、3月、7月、9月、10

月、2021 年 1月、5月、6月、7月、2022 年 3月 改訂（研究開

発の実施体制、具体的研究内容、達成目標、研究開発スケジュール

表等の追加、修正）
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プロジェクト用語集

名称 略号 意味

二酸化炭素回収・貯留

Carbon Dioxide

Capture and Storage

(Sequestration)

CCS 発電所や天然ガス鉱山など大規模な排出源で発生する

CO2を、他のガスから分離・回収し、安定した地層に貯留

することにより、CO2を⼤気から⻑期間隔離する技術。

二酸化炭素回収・有効利

用・貯留

Carbon Dioxide

Capture, Utilization

and Storage

(Sequestration)

CCUS CCSにCO2の利⽤に関する技術を含めた技術のこと。

CO2利⽤先としてカーボンリサイクルやEORなどがある。

石炭ガス化複合発電

Integrated coal

Gasification Combined

Cycle

IGCC ⽯炭をガス化し得られた⽯炭ガス化ガスを燃料として、⾼

効率のガスタービン複合発電システムで発電する⾼効率

発電システム。

ケミカルルーピング燃焼

Chemical-Looping

Combustion

CLC CLCは空気を石炭等の燃料に直接接触させずに⾦属酸

化物(キャリアと呼ぶ)中の酸素で燃料を酸化反応させて

利⽤する技術である。還元された⾦属は空気で再酸化さ

れて⾦属酸化物として再利⽤する。反応生成物はCO2及

びH2Oとなり、冷却によって⾼純度CO2ガスを回収でき、

分離のためのエネルギーロスを伴わないCO2回収型燃焼

技術として注目されている。CLCはCCUSに関連した石炭

燃焼技術の一つである。

ポリジェネレーション

Polygeneration

1つのプロセスから複数種の製品を生産すること。

ガス化

Gasification

固体や液体（石炭、廃棄物、バイオマス、重質油）を熱

分解反応やガス化剤との反応により、ガス状の成分（一

酸化炭素、水素、二酸化炭素、メタン、炭化水素）に変

換すること。

ガス化剤

Gasification reagent

石炭などをガス化する際に石炭の炭素分と反応させてガス

化するために用いるものをさす。

通常用いられるガス化剤には、空気、酸素、水蒸気、水

素およびこれらの混合物がある。

石油増進回収

Enhanced Oil Recovery

EOR EORは、原油の回収率をあげるための技術。通常の⽣産

⽅法では回収率が低い地層や、⽣産開始からの年⽉経

過などにより⽣産効率が下がった⽣産井などに適⽤する。
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発電効率

Thermal efficiency

投⼊した燃料の総熱量に対する発電電⼒量の⽐。分⼦

の発電電⼒量に対し、発電機で発⽣した発電電⼒量を

基準とする発電端効率と、発電所内で消費される所内動

⼒を差し引いた送電端効率の２つがある。

⾼位発熱量

Higher Heating Value

HHV 燃焼の際に発⽣する⽔蒸気の蒸発潜熱を含んだ発熱量

のこと。⼀⽅で、⽔蒸気の蒸発潜熱を含まない発熱量を

低位発熱量（LHV:Low Heating Value）という。

排熱回収ボイラ

Heat Recovery Steam

Generator

HRSG 排ガスの熱エネルギーを回収するために用いられる、排熱

利⽤により蒸気を発⽣させる熱交換器のこと。

空気分離装置

Air Separation Unit

ASU プラントで使用する酸素を製造する設備。製鉄所や発電

所などの⼤型設備においては、深冷分離法を⽤いて空気

から酸素を分離製造することが多いが、プラント規模、必

要とされる酸素純度によって他の⽅式が⽤いられることもあ

る。

移動層 連続的に塔頂から固体粒⼦を供給して、重⼒によってゆっ

くり降下させ、向流または並流に気体や液体と接触させる

装置。移動床ともいう。

流動層 粒径の⼩さい粉粒体を容器に⼊れ、その底部の多孔板の

ような整流器を経てガスあるいは液体を流すと、流速が⼩

さい間は粒⼦が静⽌したいわゆる固定層のままであるが、

ある流速以上になると、粒⼦に加わる流動抵抗と重⼒とが

等しくなって、粉粒体はちょうど沸騰した液体のように容易

に流動できる状態になる。この現象が流動化fluidization

であって、この状態の層が流動層であり、流動床(しょう)と

もいう。

酸素キャリア CLCで燃料に酸素を供与し、空気から酸素を奪うために

用いられる物質であり、主に酸化鉄などの⾦属酸化物が

利⽤される。⾦属酸化物の酸化/還元反応で酸素を運

搬（キャリア）することから名付けられた。

噴流床 微粉化した固体燃料をガス化剤とともに⾼温・⾼圧の炉に

吹き込み、短時間でガス化するための形態。現在のガス化

技術の主流でもある。

シュウ酸 構造式HOOC-COOHで表される、最も単純なジカルボン

酸。常温常圧で無色、無臭の固体であり、幅広い用途を

持つ工業薬品。
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キロワット熱

Kilowatt thermal

kWth 熱発生設備の規模を表す単位。1時間に1kWh

（3.6MJ）の熱を発生する場合、1kWthと表記する。

循環流動層

Circulating Fluidized

Bed

CFB 固体粒⼦（珪砂、鉄系キャリア等）を複数の流動層反

応器間で循環させながら、固体粒⼦を燃料の反応に使用

したり、熱の授受に利⽤したりする装置のこと。

3塔式循環流動層 主に三つの流動層反応器で構成する循環流動層のこと。

3塔式CLC 空気反応塔、燃料反応塔、⽔素⽣成塔の3塔からなるケ

ミカルルーピング燃焼のこと。

空気反応塔

Air Reactor

AR 還元されたキャリアを空気で酸化する反応を⾏う反応塔。

酸化されたキャリアは燃料の酸化に循環再利⽤される。

燃料反応塔

Fuel Reactor

FR 空気反応塔で酸化されたキャリアを、燃料を酸化すること

で還元し、燃料を主にCO2とH2Oに転換する反応器。ここ

で還元されたキャリアは空気反応塔あるいは水素生成塔

へ送られる。このプロジェクトではチャー反応塔（CR）と揮

発分反応塔（VR）の2段に分けられている。

チャー反応塔

Char Reactor

CR 石炭・バイオマスを投入し、熱分解で生成したチャーをガス

化剤（CO2や水蒸気）で流動層ガス化反応させる反応

塔。

塔内では固体燃料を投入直後に熱分解して揮発分と

チャー（固体炭素）が生成する。揮発分は水蒸気と一

緒に上段の揮発分反応塔に移動し、塔内に残ったチャー

をガス化剤でガス化反応させる。ガス化で生成したガスは

塔内のキャリアの還元反応を起こす。塔内のキャリアは主に

熱媒体の役割とガス化反応を阻害するH2やCOの酸化反

応に使用される。

揮発分反応塔

Volatile Reactor

VR CRから流⼊したガス化剤、揮発分、および生成ガスをキャ

リアで酸化反応させる反応塔。塔内ではCO2とH2Oが生

成し、キャリアは還元された形態となる。キャリアはCRに流

入してチャーの酸化反応に利⽤する。

水素生成塔

Hydrogen production

Reactor

HR CRから還元されたキャリアを流⼊させて、水蒸気と反応さ

せて水素を生成する反応装置である。
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チャー

Char

石炭など固体燃料の粒⼦が熱分解した際に⽣成される未

燃固形粒⼦。固体燃料中の揮発分が熱分解などで放出

されたもので、もとの固体燃料粒⼦と⽐べると、⼀般に粒

径がやや⼩さく、固定炭素分および灰分の含有量が相対

的に増加している。

コールドモデル装置 常温で運転し、粒⼦の反応器内の挙動や循環流動特性

を評価する装置のこと。化学反応はこの中では通常は⾏

わない。
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１．事業の位置付け・必要性について

1.１． 事業の背景・目的・位置づけ

（１）事業の背景

2015 年の国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）で採択されたパリ協定が主要国により批准され、

CO2の排出量削減に向けた国際的な枠組みで、具体的な数値⽬標の設定や取り組みが各国にて⾏われている。

例えば、我が国においては、2020 年 10月に 2050年カーボンニュートラル宣⾔がなされ、2021 年 4月には首

相官邸に設置された地球温暖化対策推進本部において、「2030 年度に、温室効果ガスを 2013 年度から

46％削減することを目指す」方針が示された。このように、温室効果ガスの排出削減は、世界的に認知された課題

である。

また、技術的な観点では、CO2の排出を削減するための CO2分離・回収技術は存在するものの、現状では、そ

の過程におけるエネルギー損失が大きく、高コストであるといった課題がある。このため、CO2分離・回収の⾼効率化

とコスト低減が求められている。以下に、政策や方針の具体的な 3例を示す。

2016 年 6⽉に経済産業省により策定された「次世代⽕⼒発電に係る技術ロードマップ」において、2030 年度

以降を⾒据えた取組に係る技術に関する⽅針として、次の内容が示されている。

 CCUS技術及び⽔素発電技術は、⽕⼒発電からの CO2排出量をゼロに近づける切り札となり得るもので

あり、⻑期的視点を持ちつつ戦略的に推進する。

 CCUS が実用化されるためには、前提として経済的な CO2分離回収技術の確⽴が不可⽋である。

 CCU は、現時点では CO2の⼤規模処理が困難であるものの、有価物の製造により利益を創出の可能性

がある。ただし、CO2の処理能⼒、有価物の製造効率の向上で課題があり、実⽤化のためには大きなイノ

ベーションが必要である。

2020 年 1⽉に統合イノベーション戦略推進会議決定された「⾰新的環境イノベーション戦略」において、2050

年までに CO2分離回収コスト 1,000 円/t-CO2を⽬指した技術開発を⾏い、様々な CO2排出源に対応する分

離回収能⼒を獲得することを⽬指すこととしている（図 1.1-1）。

2019 年 6⽉に経済産業省によって策定され、2021 年 7月に改訂された「カーボンリサイクル技術ロードマッ

プ」のカーボンリサイクルの共通技術において、CO2回収を容易にするためのプロセス技術として、「クローズド IGCC」

や「ケミカルルーピング」の用語が明記されるとともに、2030 年に 1,000 円台/t-CO2をターゲットとして技術開発を

進めることとしている（図 1.1-2）。

なお、CO2分離・回収技術を、現在すでに実⽤化されているもの、実証段階のもの、あるいは開発段階のものを

含め、実⽤化の時期と分離・回収コストの観点で比較した図を示す（図 1.1-3）。本事業で取り組む CO2分

離・回収技術は、図中の⾚枠で囲った技術分野に関連する。

これらの背景を踏まえ、本事業では、

 バイオマスや炭素系廃棄物等を燃料とすることによる CO2排出削減

 有価な生産物を併産するガス化技術の構築と、それに伴う CO2分離・回収コストの低減

の両⽴を⽬的とし、「CO2分離・回収型ポリジェネレーションシステム」の確⽴に向けた技術開発を実施する。
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図 1.1-1 イノベーションによるコスト削減 CO2分離回収の例

出典︓統合イノベーション戦略推進会議決定、「⾰新的環境イノベーション戦略」（2020 年 1月）

図 1.1-2 カーボンリサイクル技術ロードマップ 「CO2分離回収技術」

出典︓経済産業省、「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（2021 年 7月）
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図 1.1-3 CO2分離・回収関連技術の比較

経済産業省「次世代⽕⼒発電に係る技術ロードマップ/技術参考資料集」をもとに、NEDO作成

（２）技術的な経緯

本事業と技術的に関連のある事業は、これまでの NEDO事業で 2 つあり、いずれも本事業と同様に「カーボンリ

サイクル・次世代⽕⼒発電等技術開発」において実施してきた（図 1.1-4）。

１つは、2015 年度から 2017 年度まで実施した「CO2分離型化学燃焼⽯炭利⽤技術開発」である。ここで

は、ケミカルルーピング燃焼（CLC : Chemical Looping Combustion）による⽯炭利⽤技術の確⽴を⽬指し

取り組み、プロセスの実現性に技術的な目処を付けることができた一方で、EOR（Enhanced Oil Recovery）

適⽤に向けた経済性や具体的な市場が不透明であることなどの理由により、⼀時中断となっていた（図 1.1-5）。

もう 1 つは、2015 年度から 2020 年度まで実施した「CO2回収型次世代 IGCC技術開発」である。この中

で、CO2回収型クローズド IGCC の要素技術の確⽴、⽔蒸気添加ガス化技術を適⽤することによる更なる発電効

率の向上を⽬指し取り組み、要素技術を確⽴するとともに、効率向上の⾒通しを得ることができた。また、この事業

の中で得られた成果を、産業用ガス化炉へ展開することを考案できた（図 1.1-6）。一方で、CCS 技術の実用

化に向けた検討状況、成果の早期実用化の重要性を勘案し、この事業から派⽣する形で、新たに事業を⽴ち上げ

ることとした。

新たな事業では、上記の両事業で得られた成果をもとに、新たな技術要素として「燃料の多様化」と「有価物の

併産」を加え、「CO2分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発」を実施する。
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図 1.1-4 本事業と技術的に関係のある事業との繋がり

図 1.1-5 CO2分離型化学燃焼⽯炭利⽤技術開発の概略
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図 1.1-5 CO2回収型次世代 IGCC技術開発の概略

（３）本事業で開発する技術の特徴と国内外の研究開発動向との比較

本事業と技術開発する「CO2分離・回収型ポリジェネレーションシステム」には、

 燃料の多様化による CO2排出量の削減

 有価物併産による CO2分離・回収コストの低減

 プロセスからの⾼効率な CO2回収

という 3 つの特徴がある。燃料として⽯炭だけでなくバイオマスや廃棄物を利⽤することにより、CO2排出量を削減す

ることは、カーボンニュートラルの実現への貢献に繋がる。また、合成ガスや水蒸気から有価物を製造することにより、

開発システムにおける実質的な CO2分離・回収コストを低減できることは、有価物の価格次第では、CO2を極めて

安価に供給できる可能性があることを意味する。本事業では、そのシステム実現に向けて、要素技術の研究開発だ

けでなく、システムの設計検討および経済性の検討を実施する。

本事業に関連する技術分野において、様々な研究開発が国内外で⾏われている。ここでは、それらの中から具体

的な 3 つの取組と本 NEDO事業での取組を比較する。

石炭からの化学合成および発電に関する技術は、古くから知られた技術であるが、近年は特に中国でその取組が

増加しており、化成品としてメタノールやエチレングリコールが製造されている（図 1.1-6）。これらの中国での取組に

おける、化学合成に関する知⾒は、本NEDO事業において参考にすることができる。一方で、これらの取組では、発

電は付加的でプロセス内で消費し、また、プロセスとして CO2回収を想定していない。本 NEDO 事業で開発する技

術では、発電した電⼒を積極的に送電することを想定しており、また、プロセスから CO2 を回収することを主目的とし

ている。これらが大きな相違点である。

再⽣可能エネルギーを利⽤したポリジェネレーションに関する技術では、アイスランドの CRI（Carbon Recycling

International）の取組を参照できる。CRI では、地熱発電を利⽤して発電するとともに、CO2 を変換してメタノー

ルを製造するプラントが、2014 年から商⽤運転されている（図 1.1-7）。ただし、ここで製造されるメタノールは
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1kg あたり約 150 円以上であり、市場価格（1kg あたり約 50 円）の約 3 倍と高価である。本 NEDO 事業で

は、製造コストの適切な製品および製造プロセスを⾒出し、そこで製造された化成品を販売することにより、CO2 分

離・回収コストの低減を⽬指している点が異なっている。

⽔素を併産するケミカルルーピング燃焼に関する技術は、アメリカのオハイオ州⽴⼤学の Fan 教授の開発チームが

トップランナーとして先⾏しており、既に 3 塔式移動層反応器と酸化鉄系の酸素キャリアを用い、250kWth のホット

装置で運転試験を実施している。彼らの装置は移動層反応器であるため、固体燃料をガス化したガスを燃料として

供給し、水素を製造している（図 1.1-8）。一方で、本 NEDO 事業では、固体燃料を直接導入可能となり、反

応効率の向上を⽬指せるといった特徴がある流動層プロセスを開発しており、また、酸素キャリアの⾼性能化に向け

た開発と選定にも取り組んでいる。これらが大きな相違点である。

図 1.1-6 ⽯炭からのエチレングリコール製造プロセスの例

（Hohhot︓Air products 社）

図 1.1-7 CRI による再エネを利⽤したポリジェネレーションシステムの事例

（アイスランド）
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図 1.1-8 ガス化燃料を⽤いたケミカルルーピング燃焼⽔素製造装置

（Fan教授、オハイオ州⽴⼤、アメリカ）

2.2. NEDOの関与の必要性・制度への適合性

2.2.1NEDOが関与することの意義

「CO2分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発」は、⽕⼒発電の低炭素化という国家的課題に対する

技術開発であるとともに、CO2分離・回収コストの低減を⽬指した技術開発であるため、社会的必要性が⼤きい技

術開発である。

また、本事業を実施することにより経済的な CO2分離・回収技術が確⽴することは、NEDO で実施してきた、あ

るいは実施している CCU／カーボンリサイクル分野の研究開発への展開や貢献が期待できる。

⼀⽅で、ポリジェネレーションシステムに係る本研究開発は、開発要素が多く、その難易度が⾼く、かつ大規模な

開発投資が必要である。加えて、実⽤化までのリードタイムが⻑いことから、⺠間企業だけではリスクが⾼い。

以上のことから、NEDO が持つこれまでの知識、実績を活かして推進すべき事業である。

2.2.2 実施の効果（費用対効果）

（１）費用対効果

第 6次エネルギー基本計画において、2030年における年間総発電電⼒量は 9,340 億 kWh であり、2030

年エネルギーミックスの野⼼的な⾒通しとして、⽯炭⽕⼒の⽐率は 19％と示されている（図 1.2-1）。本事業で

開発される技術により、2030 年以降この 5%に相当する電⼒量が賄われると仮定すると、その電⼒量は約 88.7

億 kWh/年となる。

本技術が社会実装された場合の 1 つ目の効果として、併産される有価物の価値を考える。本技術により約

88.7 億 kWh/年の電⼒量が賄われる場合、併産される化成品の製造量が 50万 t/年、販売単価が 50円/kg

出典： Tien-Lin Hsieh, Dika iXu, Yitao

Zhang, Sourabh Nadgouda, Dawei Wang,
Cheng Chung, Yaswanth Pottimurthy,
Mengqing Guo, Yu-Yen Chen, Mingyuan
Xu, Pengfei He, Liang-Shih Fan,
AndrewTong, “250 kWth high pressure
pilot demonstration of the syngas
chemical looping system for high purity
H2 production with CO2 capture”,
Applied Energy, 230, 1660-1672, 2018
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と仮定すると、化成品の売り上げは約 250 億円/年と試算される。もしくは、併産される⽔素の製造量が 27 億

Nm3/年、販売単価が 30円/Nm3と仮定すると、水素の売り上げは約 810 億円/年と試算される。以上より、1

つ目の効果として、250〜810 億円/年の有価物が併産される。

2 つ目の効果として、CO2排出削減に係る CO2分離・回収コストの低減（コストダウン）を考える。⽯炭⽕⼒の

CO2排出原単位を 0.8kg-CO2/kWh、本技術の CO2回収率を 90%とすると、回収される（削減される）CO2

排出量は、640 万 t-CO2/年となる。この排出量を削減する場合に必要となるコストは、既存⽯炭⽕⼒に対して既

存の CO2分離・回収法（例えば、化学吸収法）を⽤いると仮定すると、4,000 円/t-CO2である。一方で、本技

術における CO2分離・回収では 1,000 円台/t-CO2のコストを目指しており、平均値として 1,500 円/t-CO2が

実現すると考える。つまり、本技術の社会実装により CO2分離・回収コストは、4,000(円/t-CO2)－1,500(円

/t-CO2)＝2,500(円/t-CO2) のコストダウンに繋がる。このため、640 万 t-CO2/年の CO2排出量を削減する

場合では、160 億円/年の分離・回収コストのコストダウン効果が⾒込まれる。

本事業における費用総額は 5年間で約 24億円であるため、試算結果から費用対効果は大きく、事業の妥当

性を確認している。

（２）CO2削減効果

本事業で開発される技術により将来的に供給される電⼒量（約 88.7 億 kWh/年）が、既設⽯炭⽕⼒発電

の代替として供給されると仮定する。前述したとおり、既存⽯炭⽕⼒の CO2排出原単位を 0.8kg-CO2/kWh、

CO2回収率を 90％、本技術で発電に使⽤される⽯炭を基準とした発電効率が既設⽯炭⽕⼒発電の発電効率

と同等とした場合、代替分のみで約 640 万 t-CO2/年の CO2削減効果があるとみなせる。また、本技術の燃料と

してバイオマスや廃棄物を活用することにより、CO2削減効果がさらに向上することが期待できる。

図 1.2-1 2030年におけるエネルギーミックス（野⼼的な⾒通し）

出典︓経済産業省、「第 6次エネルギー基本計画の概要」（2021 年 10月）
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２．研究開発マネジメントについて

2.1. 事業の目標

本事業の、中間目標と最終目標を以下に示す。

〈中間目標（2022 年度）〉

CO2分離・回収型ポリジェネレーションシステムの実証設備設計に必要な要素技術の確⽴に⽬処をつける。

〈最終目標（2024 年度）〉

CO2分離・回収型ポリジェネレーションシステムにより分離・回収コスト 1,000 円台/t-CO2を⾒通せる⽕⼒発

電設備の設計技術確⽴および経済性を評価する。

この最終目標に明示される CO2分離・回収のコスト⽬標（1,000 円台/t-CO2）は、カーボンリサイクル技術

ロードマップにおいて 2030年ターゲットとして⽰された数値を⼀致しており、妥当である。

2.2. 事業の計画内容

2.2.1 研究開発の内容

（１）本事業で取り組む研究開発テーマ

本事業において技術的な確⽴を⽬指す「CO2分離・回収型ポリジェネレーションシステム」を構築できると考えられ

る技術は、2 つある。1 つは噴流床ガス化技術であり、もう 1 つは流動床ガス化燃焼技術である。この両技術に対

する研究開発を、本事業では、個別の研究開発テーマとして取り扱い、並⾏して実施する。つまり、噴流床ガス化

技術に対しては、「多様な燃料を利⽤する CO2回収型ポリジェネレーションシステム基盤技術開発」の研究開発

テーマで取り組み、流動床ガス化燃焼技術に対しては、「ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーション技術開発」の

テーマで取り組む。

（２）多様な燃料を利⽤する CO2回収型ポリジェネレーションシステム基盤技術開発

噴流床ガス化技術に関する本研究開発テーマでは、次に⽰す 3 つの大項目を実施する（図 2.2-1）。

① 全体システム評価

② 発電・化学合成技術の調査と選定

③ H2/CO 調整型多種燃料ガス化炉とガス精製の基盤技術開発
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図 2.2-1 個別テーマにおける研究開発項目

（噴流床︓多様な燃料を利⽤する CO2回収型ポリジェネレーションシステム基盤技術開発）

以下に、大項目の中で実施する個別項目の概要を記す。

①-1 全体システム構成の構築および課題抽出

具体的なシステムを検討し、その事例に対して、発電コスト、製造される有価物の市場価格等を考慮した

上で、全体システムとしての CO2回収コストを試算する。また、検討システムの熱物質収支を解析するととも

に、実用化に向けた技術課題を抽出する。

②-1 発電技術の調査と選定

⾼効率な発電機能を有するシステムを確⽴するために、ガスタービン、ガスエンジン、燃料電池等を対象と

して、合成ガスの組成、化学合成で⽣成することが想定される燃料種、およびそれらの⽣成量に適した発電

技術を調査、選定する。また、発電技術の電⼒需給調整に関する機器性能を調査する。さらに、運転特性

と CO2回収コスト低減効果との関係を解析することで、適正な運転⽅法を模索する。

②-2 化学合成技術の調査と選定

ポリジェネレーションシステムの早期導⼊を図るために、既存の合成技術の調査と選定を⾏い、全体システ

ムの評価に必要なデータを取得する。さらに、現時点では合成ガスからの製造実績は無いものの、CO2回収

コストの大幅低減が将来的に期待できる有価物としてシュウ酸を想定し、シュウ酸合成プロセスの基盤技術

開発を⾏う。
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③-1 O2/CO2/H2Oガス化による H2/CO 調整性能解明

3TPD炉を⽤いた⽯炭と廃棄物等の混合燃料への O2/CO2/H2O噴流床ガス化技術の適⽤性検証を

⾏うとともに、ガス化剤である O2、CO2ならびに H2O の投⼊量を調整することによる合成ガスの H2/CO 比へ

の影響を評価し、燃料混合⽐やガス化剤投⼊条件による H2/CO 調整範囲を把握する。

③-2 多種燃料ガス化炉の設計⽀援技術構築

廃プラスチックの熱分解、ガス化反応の反応挙動を実験的に解明する。さらに、適切な反応モデルを選定

または構築し、数値解析による O2/CO2/H2O ガス化の性能予測を可能とする。また、数値解析ツールの高

速化に取り組み、⾼速化した数値解析ツールを⽤いて多⽬的最適化計算を⾏うことで、様々な炉形状や広

範囲の運転条件の中から、要求される合成ガス組成やガス化炉性能を達成するための指針を得る。

③-3 多種燃料ガス化に対応するガス精製システムの構築

塩素分の多い廃プラスチックなどのガス化原料に対応可能な、ガス精製の塩素対策技術を構築する。ま

た、⽤途に応じた不純物の要求濃度を整理し、それらの不純物対策を含めた統合的なガス精製システム構

成を構築する。さらに、ガス化原料の種類に応じた精製ガス性状の変動も考慮し、ガス精製システムの運用

特性に関する性能指標を評価する。

ここで、噴流床テーマに関する研究開発項目毎の目標一覧を、表 2.2-1 に示す。

表 2.2-1 研究開発項目毎の目標一覧

（噴流床︓多様な燃料を利⽤する CO2回収型ポリジェネレーションシステム基盤技術開発）
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（３）ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーション技術開発

流動床ガス化燃焼技術に関する本研究開発テーマでは、次に⽰す 2 つの大項目を実施する（図 2.2-2）。

① 要素技術研究開発

② 300kWthスケール 3塔式 CLC実証

図 2.2-2 個別テーマにおける研究開発項目

（流動床︓ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーション技術開発）

以下に、大項目の中で実施する個別項目の概要を記す。

①-1 国内外の CLC技術開発状況調査

CLC における⽔素製造とバイオマス利⽤にかかる技術開発動向調査や特許調査等を実施して、本技術

開発のベンチマークの確認を恒常的に実施する（年度別の実施⽬標は設定しない）。

①-2 要素技術研究開発、バイオマス燃焼性検討

3塔式 CLC試験ベンチスケール装置を製作し、褐炭や亜瀝⻘炭、バイオマス燃料の CLC、キャリアによる

⽔素⽣成を含む基本原理の検証試験を⾏う。また、3 塔式循環流動層コールドモデル及びバブリング流動

層反応装置を製作することにより、キャリアの循環流動、反応塔におけるキャリア滞留時間、循環量制御⽅

法、⽔素⽣成速度の確認試験を⾏う。さらに、候補キャリアの反応特性及び耐久性について、バイオマスによ

る影響評価と改良課題抽出、対策検討を⾏うとともに、経済性の観点を考慮することで、実⽤化に向けて最

も有望なキャリアを選定する。
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①-3 プラント構成、条件の最適化

研究開発項目①-2 で得られた反応特性、キャリア耐久性、循環流動条件、混合/分離条件、不純物の

影響等の評価結果を踏まえ、プロセス解析シミュレーターを⽤いて、燃料種ごとにプロセスのヒートバランス、マ

スバランスを解析し、プラント構成と最適な操作条件、プロセス効率向上策、キャリア仕様等の検討を⾏う。ま

た、⾼効率な CLC 反応プロセスの構成仕様、最適反応器の構造と技術条件を検討し、実用システムの構

成仕様を評価、設定する。

①-4 ポリジェネレーション事業性、CO2分離・回収コスト検討

バイオマス、石炭のポリジェネレーションにより生産された熱、水素、CO2、窒素を販売する事業の採算性、

及び CO2分離・回収コストの評価を⾏う。また、研究開発項⽬①-2、①-3 で検討している様々なアプロー

チが CO2分離・回収コストに対して、どれほどのインパクトを持つか評価し、各検討にフィードバックする。

② 300kWthスケール 3塔式 CLC実証

熱⾃⽴可能な 300kWthベンチ試験装置を設計、製作し、褐炭や亜瀝⻘炭、バイオマスから⽔素、

CO2、熱の同時生成に関する連続評価試験を⾏い、スケールアップ時の課題を抽出する。

ここで、流動床テーマに関する研究開発項⽬毎の⽬標⼀覧を、表 2.2-2 に示す。

表 2.2-2 研究開発項目毎の目標一覧

（流動床︓ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーション技術開発）
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（４）研究開発のスケジュール及び費用

本事業において実施する 2 つのテーマの研究開発のスケジュール及び費用を、表 2.2-3 及び表 2.2-4 に各々

示す。

表 2.2-3 研究開発のスケジュール

表 2.2-4 研究開発の費用
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2.2.2 研究開発の実施体制

プロジェクトの進⾏全体の企画・管理やプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効果を最⼤化させるた

め、必要に応じてプロジェクトマネージャー（以下「PM」という。）を任命する。また、各実施者の研究開発ポテンシャ

ルを最⼤限に活⽤し、効率的に研究開発を推進する観点から、必要に応じてプロジェクトリーダーを指名、あるいは

研究開発責任者を選任する。

本事業において実施する 2 つの研究開発テーマにおける実施体制を示す。

（１）多様な燃料を利⽤する CO2回収型ポリジェネレーションシステム基盤技術開発

図 2.2-3 研究開発の実施体制

（噴流床︓多様な燃料を利⽤する CO2回収型ポリジェネレーションシステム基盤技術開発）
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（２）ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーション技術開発

図 2.2-4 研究開発の実施体制

（流動床︓ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーション技術開発）

2.2.3 研究開発の運営管理

NEDOは、研究開発全体の管理及び執⾏に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外部環境の変化等を適切

に把握し、必要な措置を講じるものとする。運営管理は、効率的かつ効果的な⽅法を取り⼊れることとし、次に掲げ

る事項を実施する。

（１）進捗把握・管理

PM は、研究開発責任者や研究開発実施者と密接に連携し、研究開発の進捗状況を把握する。従事日誌、

⽉間⼯程表や執⾏管理表の確認並びに適宜ヒアリングにより実施状況をチェックし、⽬標達成の⾒通しを常に把握

することに努める。

研究開発責任者は、共同実施者間や再委託先との打ち合わせを頻繁に⾏うとともに、全実施者が進捗⽅向を

⾏うワーキング会議を定期的に開催し、各研究開発項⽬の進捗状況、成果及び課題を把握し、プロジェクトの計

画や工程に反映する。

（２）技術分野における動向の把握・分析

PM は、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政策動向、市場動向等について調

査し、技術の普及⽅策の分析及び検討を⾏う。
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（３）技術検討委員会

研究開発責任者と委託先が主催し、外部有識者が委員となる技術検討委員会を定期的に開催する。当該委

員会では、各研究開発の進捗、成果及び課題について委員からの指導、助言を含め議論することにより、開発の

⽅向性について関係者間で認識を共有し、円滑な開発の推進に繋げる。

表 2.2-5 技術検討委員会における登録委員

（噴流床︓多様な燃料を利⽤する CO2回収型ポリジェネレーションシステム基盤技術開発）

氏名 所属・役職

⾦⼦ 祥三

藤原 尚樹

杉村 英一（2021 年 6月まで）

渡邊 守康（2021 年 7月より）

横濱 克彦

東京大学 生産技術研究所 研究顧問

出光興産 石炭・環境事業部 企画課 シニアリサーチャー

電気事業連合会 技術開発部 部⻑

電気事業連合会 技術開発部 部⻑

三菱重⼯業 総合研究所 ⻑崎副地域統括、SOFC センター⻑

表 2.2-6 技術検討委員会における登録委員

（流動床︓ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーション技術開発）

氏名 所属・役職

成瀬 ⼀郎

アズィッズムハンマド

伊藤 一芳

内山 武

尾場瀬 崇裕

有馬 謙一

須田 俊之

本郷 尚

東海国⽴⼤学機構 名古屋大学 未来材料・システム研究所 所⻑・教授

東京大学 生産技術研究所 機械・生体系部門 准教授

住友重機械工業 エネルギー環境事業部 事業開発推進部 部⻑

JFE エンジニアリング 環境本部開発センター センター⻑

日揮ホールディングス サステナビリティ協創部 プログラムマネージャー

国⽴環境研究所 資源循環・廃棄物研究センター 特別研究員

IHI 資源・エネルギー・環境事業領域 事業開発部 再生可能資源グループ 担当部⻑

三井物産 戦略研究所 国際情報部 シニア研究フェロー

2.2.4 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性

（１）知的財産等に関する戦略

① 基本戦略

 知財として確保する⽅が有利な技術については積極的に特許として出願する。

 ノウハウとして保有する⽅が有利な技術は出願しない。

 競合技術の出願状況を定期的に調査し、対策を検討する。

② 権利化のキーワード（注⼒分野）

本事業において実施する 2 つの研究開発テーマにおける権利化の注⼒分野を⽰す。

［噴流床︓多様な燃料を利⽤する CO2回収型ポリジェネレーションシステム基盤技術開発］

 多様な燃料を利⽤するガス化炉

 ガス精製技術

 それらを用いて構築するポリジェネレーションシステムのコア技術
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［流動床︓ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーション技術開発］

 ケミカルルーピング燃焼プロセス

 反応器の構造

 酸素キャリア

（２）知的財産管理

知的財産権の帰属については、産業技術⼒強化法第 17条第 1項に規定する 4項目及び NEDO が実施す

る知的財産権の状況調査（バイ・ドール調査）に対する回答を条件として、知的財産権は全て発明等をなした機

関に帰属する。

知財マネジメントに係る運用として、「NEDO プロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」を適用する。全実

施機関で構成する知財運営委員会、または同機能を有する委員会を整備した上で、「知財の取り扱いに関する合

意書」を作成済みである。

データマネジメントに係る運用として、「NEDO プロジェクトにおけるデータマネジメント基本方針」を適用する。全実

施機関で構成する知財運営委員会、または同機能を有する委員会を整備した上で、「データの取り扱いに関する

合意書」を作成済みである。

なお、本事業で得られた知財については、関係各機関の知財管理部⾨と連携し、特許管理、知財管理を推進

する。

2.3. 情勢変化への対応

本事業が開始された 2020 年 11 月前後から、カーボンニュートラルを目指した情勢の変化が明瞭になってきた。

2020 年 10 月 26⽇、当時の菅内閣総理⼤⾂が所信表明演説において、我が国が 2050 年までにカーボン

ニュートラルを目指すことを宣言した。加えて、2021 年 4月には、地球温暖化対策推進本部及び米国主催の気

候サミットにおいて、「2050年⽬標と整合的で、野⼼的な⽬標として、2030 年度に、温室効果ガスを 2013 年

度から 46％削減することを目指す。さらに、50％の高みに向けて、挑戦を続けていく」ことを表明した。また、政策面

では、2020 年 12月に経済産業省にて「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略」が策定され、

2021 年 6⽉にはグリーン成⻑戦略の内容がさらに具体化された。その中で、カーボンニュートラルの実現に向け、

⾼効率かつ低コストな CO2分離・回収技術の重要性が明⽰されるとともに、コンビナート内でのエネルギー等の融通

がコンビナートの脱炭素化には重要であることが示された。

一方で、ポリジェネレーションシステムには、

 ガス化技術を適⽤したエネルギー効率の向上

 有価物製造による CO2分離・回収コストの低減

 熱・物質サプライシステムとして機能できる

といった特徴があるため、その実現を目指す本事業は、この情勢変化の中でますます重要性が高まっている。情勢変

化への対応として、早期の社会実装を⽬指し、要素技術の確⽴へ推進している。

2.4. 評価に関する事項

（１）前倒し事後評価（2020 年度）

本事業と技術的に関連する「CO2回収型次世代 IGCC技術開発」事業の前倒し事後評価の結果を、本事業

の実施内容に反映した。
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①評価の実施時期︓2020 年度

②評価⼿法︓外部評価

③評価事務局︓評価部

④評価項⽬・基準︓標準的評価項⽬・基準

「事業の位置づけ・必要性について」

「研究開発マネジメントについて」

「研究開発成果について」

「成果の実⽤化に向けた取組及び⾒通しについて」

⑤評価委員

分科会⻑︓板⾕ 義紀 東海国⽴⼤学機構 岐阜大学 工学部 機械工学科 教授

分科会⻑代理︓二宮 義彦 中部大学 工学部 応用化学科 教授

委員︓赤松 史光 大阪大学 大学院工学研究科 機械工学専攻 教授

委員︓石橋 喜孝 常盤共同⽕⼒ IGCC 事業本部 アドバイザー

委員︓杉村 英市 電気事業連合会 技術開発部 部⻑

委員︓巽 孝夫 INPEX テクニカルコンサルタント

⑥評価結果

⑦指摘事項とその対応
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３．研究開発成果について

3.1.事業全体の成果

（１）研究開発⽬標の達成度及び研究開発成果の意義

本事業では、ポリジェネレーションシステムの構成及び設計に必要となる要素技術の確⽴に⽬処を付けること中間

目標として取り組んでいる。研究開発はスケジュールに対して順調に進捗し、システム構成の⽴案やプロセス原理の

検証を完了しており、予定通り 2023 年 3⽉までに達成する⾒込みである。一方、コスト検討にも着手し、1,000

円台/t-CO2の CO2分離・回収コストを実現する⾒込みを得た。これにより、開発している技術の社会実装に向

け、前進できた。

（２）成果の最終目標の達成可能性

本事業における最終⽬標は、要素技術を確⽴した上で、設計技術を確⽴するとともに経済性を評価することで

ある。試験によるデータ取得と考察、評価を継続するとともに、各要素開発の成果を連携させ、全体システムにフォー

ドバックすることで、研究開発を推進する計画であり、達成できる⾒通しである。

（３）成果の普及

成果の普及促進のため、研究成果の発表や新聞・雑誌への掲載を積極的に⾏った。下表に各年度の発表数を

⽰す（具体的な件名などは添付資料を参照）。

また、成果の活用や実用化の担い手、あるいはユーザーに向けて実施内容や成果を普及させる取組の第一歩と

して、旧一般電気事業者全社並びに電事連などの電気事業関連機関に対して、本事業の意義や必要性、研究

内容を説明することにより、事業に関する理解の深化に繋げた。

表 3.1-1 論⽂等対外的な発表数
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（４）知的財産権等の確保に向けた取組

知的財産戦略に沿った具体的な取組として、他社特許や論⽂等の情報調査と分析を実施し、実施者間で定

期的に調査結果を情報共有している。2021 年度は、各テーマ 1件の計 2件を出願し、以降も 2件/年の頻度

で出願する計画である。

表 3.1-2 特許出願数

3.2.研究開発項目毎の成果

3.2.1多様な燃料を利⽤する CO2回収型ポリジェネレーションシステム基盤技術開発

（１）研究開発⽬標の達成度及び研究開発成果の意義

噴流床テーマの研究開発について、研究開発項⽬毎の⽬標、成果、達成度及び今後の課題等について、表

3.2-1 に整理する。

表 3.2-1 研究開発項目毎の中間目標と達成状況

（噴流床︓多様な燃料を利⽤する CO2回収型ポリジェネレーションシステム基盤技術開発）
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表 3.2-1 つづき

（２）成果の最終目標の達成可能性

噴流床テーマの研究開発について、研究開発項⽬毎の現状、最終⽬標及び達成の⾒通しについて、表 3.2-2

に示す。
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表 3.2-2 成果の最終目標の達成可能性

（噴流床︓多様な燃料を利⽤する CO2回収型ポリジェネレーションシステム基盤技術開発）
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3.2.2 ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーション技術開発

（１）研究開発⽬標の達成度及び研究開発成果の意義

流動床テーマの研究開発について、研究開発項⽬毎の⽬標、成果、達成度及び今後の課題等について、表

3.2-3 に整理する。

表 3.2-3 研究開発項目毎の中間目標と達成状況

（流動床︓ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーション技術開発）
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（２）成果の最終目標の達成可能性

流動床テーマの研究開発について、研究開発項⽬毎の現状、最終⽬標及び達成の⾒通しについて、表 3.2-4

に示す。

表 3.2-4 成果の最終目標の達成可能性

（流動床︓ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーション技術開発）
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４．成果の実用化に向けた取組及び⾒通しについて

4.1.成果の実⽤化に向けた取組及び⾒通しについて

（１）成果の実⽤化に向けた戦略

本プロジェクトにおける実用化は、『当該研究開発の成果に基づくポリジェネレーションシステムの実機適用のために

基盤技術が確⽴されること』をいう。具体的には、本事業で開発された技術が組み込まれたシステムにより、電⼒や

有価物が提供される目処が付くことを実用化とする。

本事業は基盤的な研究開発であり、要素技術の確⽴が重要となる。本事業で実施している 2 テーマとも、技術

的に関連のある前⾝事業で得られた成果を効率的に活⽤することにより、コアとなる技術開発項⽬に注⼒し、要素

技術の確⽴に向け、開発を推進できている。また、まず小規模な研究開発でコアとなる要素技術を確⽴し、そこから

スケールアップを経て、実用化を着実に目指す方針を定めている。さらに、要素技術の確⽴後は、将来を⾒据えたス

ケールアップに関する技術開発だけに固執せず、多様な製品、業界や条件に適⽤される可能性があるという利点を

活用し、幅広いニーズに合わせたシステム構築と、それらの普及展開の可能性も視野に入れ、適用可能な技術・規

模から順次、成果の実用化を目指す。

（２）実用化に向けた取組

本事業に向けた取組のイメージとして、本事業を含めて 3 つのステップを想定する。第 1 ステップは 2025 年まで

実施する本事業である。ここで、CO2分離・回収コスト 1,000 円台/t-CO2に向けた基盤技術を確⽴し、例えば

数百 kWthの規模のベンチ装置を⽤いて技術の実証を⾏う。次に、第 2 ステップは 2030 年までの 5年間を⽬安

に、小規模システムの実用化を目指すとともに、中規模システムの確⽴に向けスケールアップの開発を進める。小規

模システムとは、例えば、バイオマス燃料と対象とした、数MWthから数十MWth程度の規模のシステムを指す。そし

て、2030 年以降の第 3 ステップにおいては、中型システムの実用化に向けた技術開発を推進することで、例えば

100MWth規模のシステム実用化を検討する。この取組イメージを図 4.1-1 に示す。

図 4.1-1 ポリジェネレーションシステムの実用化に向けた取組イメージ
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（３）成果の実⽤化の⾒通し

本事業の成果として、「CO2分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術」が確⽴した場合における、当該技術

の実⽤化の⾒通しについて考える。

低コストな CO2分離・回収技術は、本事業を開始する際の社会的背景としての要請だけでなく、「2050 年カー

ボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略」の中で、カーボンニュートラル実現への課題として示されており、現在もな

お、その技術の実現には極めて大きなニーズがある。

また、噴流床ガス化技術をもとにしたポリジェネレーションシステムにおける併産化学品の候補の 1 つであるメタノー

ルは、近年、世界的に需要が拡⼤する傾向である（図 4.1-2）。一方で、ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレー

ションシステムで併産される水素は、水素社会の実現に貢献できる。さらに、例えば、バイオマスを燃料としたポリジェ

ネレーションシステムであった場合は、併産される⽔素は単なる⽔素ではなく「グリーン⽔素」、発電される電⼒は「グ

リーン電⼒」となり、それらの付加価値が⾼まると期待できる（図 4.1-3）。

この技術をもとにしたシステムは、その特徴から熱・物質サプライシステムとして機能できるため、ケミカルコンビナート

などへ設置、活用された場合は、コンビナート内など周辺地域の産業間連携に貢献できると考えられる。

なお、バイオマスや廃棄物を燃料や原料として利⽤できるシステムが構築されるため、社会実装されることは、循環

型社会への貢献に繋がるという側面がある。

上記の多⾓的な要因から、当該技術が確⽴した場合には、実⽤化される⾒通しは極めて⼤きいと推察する。

図 4.1-2 メタノールの需要実績および予想
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図 4.1-3 バイオマス燃料のポリジェネレーションプラントによる⽔素・電⼒・CO2製造事業のイメージ

（４）波及効果

世界的にCO2排出量の削減に向けた動向の加速化が進んでおり、主要国が具体的なカーボンニュートラルの数

値目標を宣言している。我が国においても、2030年に温室効果ガスを2013年度⽐で46%削減、2050年に温

室効果ガス排出の実質ゼロが宣言されている。この状況から、将来的には再エネが導⼊促進され、さらに⼤量導⼊

されると予想されており、その場合、ポリジェネレーションシステムが保有する需給調整能⼒は電⼒系統安定化に貢

献できる

また、ポリジェネレーションシステムにおいて、バイオマスや廃棄物を燃料や原料として有効活⽤することは、カーボン

ニュートラルや炭素循環型社会の構築に貢献できる。

本事業では、一部の技術開発項目に対して、再委託先である多くの大学研究者から支援いただくことで、開発を

加速してきている。これら連携により、化学⼯学やシミュレーションなどの技術分野における国内の研究⼒向上に⼤い

に貢献できている。



特許論文等リスト-1

 特許論⽂等リスト

（１）噴流床︓多様な燃料を利⽤する CO2回収型ポリジェネレーションシステム基盤技術開発

【特許】

番

号
出願者 出願場号

国内

外国

PCT

出願日 状態 名称 発明者

1 2021 出願

※ 特許情報の詳細は公開不可。

【論⽂】

なし

【外部発表】学会発表・講演

(a) 学会発表・講演

番

号
発表者 所属 タイトル 会議名 発表年⽉

1

梅本 賢、梶
谷 史朗、木
⼾⼝ 和浩、
沖 裕壮

(一財)電

⼒中央研

究所

Proposal of Poly-generation

System utilizing various fuels

for capturing CO2

ISGA-7 (the 7th

edition of the

International

Symposium on

Gasification and its

Applications)

2021 年

9月

2 梅本 賢

(一財)電

⼒中央研

究所

Polygeneration System

utilizing various fuels for

capturing CO2

第 3 回カーボンリサイク

ル産学官国際会議

2021 年

10 月

3

秋保 広幸、
小沢 靖、岳
田 彩花、中
嶋 朗、⼩林
誠

(一財)電

⼒中央研

究所

ハニカム型吸収剤を用いた石炭ガス

化ガスからの水銀除去

第 58回石炭科学会
議

（日本エネルギー学会

主催）

2021 年

10 月
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4

梅本 賢、梶

谷 史朗、木

⼾⼝ 和浩、

沖 裕壮

(一財)電

⼒中央研

究所

多様な燃料を利⽤する CO2回収型

ポリジェネレーションシステムの提案

第 58回石炭科学会
議

（日本エネルギー学会

主催）

2021 年

10 月

5

濵田 博之、

⽊⼾⼝ 和

浩、佐藤 圭

祐、梅本 賢

(一財)電

⼒中央研

究所

石炭ガス化に及ぼすプラスチック粉末

混合の影響

第 58回石炭科学会
議

（日本エネルギー学会

主催）

2021 年

10 月

6
⼩林 誠、
秋保 広幸

(一財)電

⼒中央研

究所

⽯炭ガス化⽤ハニカム脱硫プロセスの

サイクル運転方法

第 58回石炭科学会
議

（日本エネルギー学会

主催）

2021 年

10 月

7 藤井 智晴

(一財)電

⼒中央研

究所

ゼロエミッション⽕⼒発電」実現に向け

た課題と取り組み

電⼒中央研究所 研

究報告会 2021

2021 年

11 月

8

梅本 賢、木
⼾⼝ 和浩、
濵田 博之、
佐藤 圭祐、
梶谷 史朗

(一財)電

⼒中央研

究所

多様な燃料を利⽤する CO2回収型

ポリジェネレーションシステム基盤技術

開発

電気事業者向け

NEDO⽕⼒発電技術

開発成果発表会

2021 年

11 月

9 梅本 賢

(一財)電

⼒中央研

究所

石炭ガス化技術開発とポリジェネレー

ションシステムへの応用

石炭・炭素資源有効

利⽤研究会 第５回

研究会

2022 年

2月

10
⼩林 誠、秋
保 広幸

(一財)電

⼒中央研

究所

Sulfur Sorbent for Concurrent

Absorption of H2S and COS in

Syngas.

6th International

Conference on

Catalysis and

Chemical

Engineering

2022 年

2月

(b)新聞・雑誌等への掲載

番

号
所属 タイトル 掲載媒体 公開日付

1

(一財)電

⼒中央研

究所

脱炭素社会実現に貢献 電⼒中央研究所

2020 年度主要研究成果
電氣新聞

2021 年 9月

10日

2

(一財)電

⼒中央研

究所

ゼロエミッション⽕⼒発電の実現に向けた電⼒中

央研究所の取り組み
電⼒時事通信

2022 年 1月

5日

3

(一財)電

⼒中央研

究所

電⼒中央研究所における研究開発状況 ⽉刊「電気評論」
2022 年 2月

17日
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（２）流動床︓ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーション技術開発

【特許】

番

号
出願者 出願場号

国内

外国

PCT

出願日 状態 名称 発明者

1 2022 出願

※ 特許情報の詳細は公開不可。

【論⽂】

番

号
発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号

査

読

発表

年⽉

1
林 石英、

齊藤 知直

(一財)

石炭フ

ロンティ

ア機構

ケミカルルーピング燃焼（CLC）技
術開発の進捗、その３

―ポリジェネレーション技術開発―
JCOAL Journal 無

2021

年 12

月

2
大友 順一
郎

東京工

業大学

Materials and Systems

Design for Energy

Conversion with CO2

Separation and Utilization

using Chemical-Looping

Technology

Journal of the Japan

Petroleum Institute,

Vol. 60 Issue 1

(2022) pp. 1–10 

有

2022

年 1

月

【外部発表】学会発表・講演

(c) 学会発表・講演

番

号
発表者 所属 タイトル 会議名 発表年⽉

1 橋本 敬⼀郎

(一財)石

炭フロン

ティア機構

ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレー

ション技術開発の概要ご紹介

電気事業者向け

NEDO⽕⼒発電技術

開発成果発表会

2021 年

11 月
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2 大友 順⼀郎
東京工業

大学

Materials and Systems Design
of Energy Conversion using
CO2 Separation and Utilization
Technologies for Caron
Recycling
- Chemical Looping
Technology -

炭素循環に向けた⼆酸化炭素分離・

利⽤型エネルギー変換技術の材料お

よびシステム設計

Tokyo Tech 3rd

International Open

Innovation

Symposium 2021

2021 年

11 月

3
新井 数馬、

幡野 博之
中央大学

化学ループガス化流動層内における

模擬バイオマスチャーの混合・分離の

促進

第 27回流動化･粒⼦

プロセッシングシンポジウ

ム

2021 年

12 月

4

小坂 貢之、
張 健、新井
数馬、幡野
博之

中央大学 化学ループ法による水素製造

第 27回流動化･粒⼦

プロセッシングシンポジウ

ム

2021 年

12 月

5

清水 安穏、
Tsedenbal
Battsetseg、
神成 尚克、

佐藤 和好

群馬大学
バイオマス灰成分が酸素キャリアの酸

化還元特性に及ぼす影響

第 24回化学工学会

学生発表会

2022 年

3月

6 大友 順⼀郎
東京工業

大学

カーボンニュートラル社会に向けたエン

ルギーキャリアとカーボンリサイクル

東京工業大学

InfoSyEnergy 研究/

教育コンソーシアム 第

3回シンポジウム

2022 年

3月

(d)新聞・雑誌等への掲載

番

号
所属 タイトル 掲載媒体 公開日付

1
大阪ガス

(株)

脱炭素化に貢献するケミカルルーピング燃焼技

術の研究開発の開始について 〜バイオマス燃

料による⽔素・電⼒・CO2の同時製造〜

大阪ガス HP

プレスリリース

2021 年 1月

25日

2
大阪ガス

(株)
効率良くメタンを合成 「CO2ゼロ」へ新技術 電氣新聞

2021 年 1月

26日

3
大阪ガス

(株)

大阪ガス、脱炭素でビジョン SOEC など 2 技術

に⼒
化学工業日報

2021 年 1月

26日

4
大阪ガス

(株)

革新的技術で脱炭素社会へ挑戦 メタネーショ

ンの研究開発を促進
エネルギーフォーラム

2021 年 3月

1日

5
大阪ガス

(株)

カーボンニュートラル技術の研究開発拠点

「Carbon Neutral Research Hub」の開設に

ついて

大阪ガス HP

プレスリリース

2021 年 10

月 7日
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6

(一財)石

炭フロン

ティア機構

大型 3塔循環流動層コールドモデル試験装置

竣工 〜ケミカルルーピング燃焼ポリジェネレーショ

ン技術開発〜

JCOAL Magazine

no.269

2021 年 12

月

7
大阪ガス

(株)

水素＋電気＋CO2製造 大ガスが試験装置導

入
電氣新聞

2022 年 1月

24日

8
大阪ガス

(株)

低コストで水素製造 大ガス、実験設備を公開

ケミカルルーピング燃焼
日刊工業新聞

2022 年 1月

24日

9
大阪ガス

(株)

低廉なグリーン水素供給へ 新燃焼プロセス実

験設備を導入
エネルギーフォーラム

2022 年 3月

1日

10
大阪ガス

(株)
（詳細タイトル未定） ハイドリズム 12

2022 年 3月

31日
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Ｐ１６００２

Ｐ１６００３

Ｐ１００１６

Ｐ９２００３

「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発」基本計画

環境部

１．研究開発の目的・目標・内容

（１）研究開発の目的

①政策的な重要性

２０１５年７月に決定された長期エネルギー需給見通しにおいては、３Ｅ＋Ｓ（安全

性、安定供給、経済効率性、環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を

実現していくこととしており、火力発電分野においては、石炭火力発電及びＬＮＧ火力発

電の高効率化を図り、環境負荷の低減と両立しながら、有効活用を推進することとしてい

る。火力発電の高効率化は、再生可能エネルギーの最大限の導入促進、安全性の確認され

た原子力発電の活用と合わせ、温室効果ガス削減目標積み上げの基礎となった対策・施策

として位置づけられている。これを踏まえ、２０１６年６月に官民協議会で策定した「次

世代火力発電に係る技術ロードマップ」においては、火力発電の高効率化、ＣＯ２削減を

実現するため、次世代の火力発電技術の早期確立を目指すこととしている。また、２０２

１年１０月に策定された「第６次エネルギー基本計画」においては、火力発電は再生可能

エネルギーの変動性を補う調整力・供給力として柔軟な運転（幅広い負荷変動への対応）

が求められることから、負荷変動対応や機動性に優れた火力技術開発等の取組を推進する

こととしている。

２０５０年に向けて化石燃料の利用に伴うＣＯ２の排出を大幅に削減していくために

は、あらゆる技術的な選択肢を追求していく必要があることから、ＣＯ２を炭素資源

（カーボン）と捉え、これを回収し、多様な炭素化合物として再利用するカーボンリサイ

クルを推進することとしており、２０２１年６月に策定された「２０５０年カーボン

ニュートラルに伴うグリーン成長戦略」では、カーボンニュートラル社会を実現するため

の重要分野の１つにカーボンリサイクル技術が位置づけられた。また、「カーボンリサイ

クル技術ロードマップ」（２０１９年６月策定、２０２１年７月改訂）において、カーボ

ンリサイクル技術の確立、普及を目指していくこととしている。

２０２０年３月に策定された「新国際資源戦略」では、ＣＯ２排出削減に向け、液体ア

ンモニアの混焼を含めて着実に技術開発等を進めることが必要とされている。

石炭利用に伴って発生するＣＯ２、ＳＯｘ、ＮＯｘ、ばいじん等への対応や、石炭灰及

びスラグの有効利用方策を確立することが大きな課題である。そのため、今後とも石炭を

活用し、エネルギー需給安定化に貢献していくためにも、より高度なクリーンコールテク

ノロジーの開発が必要である。

②我が国の状況

我が国の火力発電の熱効率は世界最高水準を保っている。世界で初めて超々臨界圧火力

発電（ＵＳＣ）を商用化し、さらには高効率な空気吹石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）が

既に実用化段階であり、酸素吹ＩＧＣＣにおいても実証フェーズにある。また、効率向上

に大きく寄与するガスタービンにおいて、１６００℃級という高温化を世界に先駆けて実

現する等、熾烈な国際競争の中においても、我が国の高効率火力発電システムは、トップ

レベルを維持しており、世界をリードしている。しかしながら、燃料資源を他国に大きく

依存する我が国にとっては、限られた資源の有効利用を図ることは至上命題であり、今後

●プロジェクト基本計画
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とも、更なる効率化を図っていく必要がある。また、中長期的な視点では、大幅なＣＯ２

削減を実現しうるＣＯ２の回収・貯留・利用（ＣＣＵＳ）やＣＯ２フリー燃料の利用技術

の開発・推進も重要なテーマであり、国内でのＣＣＳ（二酸化炭素の回収・貯留）大規模

実証事業や貯留ポテンシャル調査等に加え、ＣＯ２を炭素資源と捉え、これを回収し、多

様な炭素化合物として再利用するカーボンリサイクルを推進する取組や石炭火力発電にお

けるアンモニア混焼試験が進められている。

また、我が国においては、石炭の排ガスに関して、世界的に見ても非常に厳しい環境基

準（環境保全協定値）が定められ、その基準が遵守されている。そのような背景から、脱

硫、脱硝、ばいじん処理技術等、高度な環境保全技術が過去から培われており、日本の強

みが発揮できる分野のひとつである。一方、石炭利用に伴い排出する石炭灰については、

主にセメントの原料として、これまでは有効利用されてきたが、近年セメント生産量は減

少傾向にあり、セメント原料に代わる石炭灰の利用方法の確立が喫緊の課題である。

③世界の取組状況

気候変動対策のため、２０２１年１１月時点では世界の１５０ヶ国以上で年限付きのカーボ

ンニュートラル目標が掲げられており、各国でＣＯ２排出量を大幅に削減するための基礎研究

から技術開発、実証研究等の様々な取組が行われている。

火力発電のＣＯ２排出の削減に向けた高効率化、ゼロエミッション火力発電、再エネ導入

時の負荷変動対応に向けた開発等が海外でも進められている。また、火力発電とＣＣＵＳ

の組み合わせによるカーボンニュートラルにも注力する方向であり、火力発電や各種産業

等の排ガスからのＣＯ２を分離・回収する技術として、高性能の材料等を用いて省エネル

ギー・低コストを目指す化学吸収法や物理吸着法、膜分離法等の研究開発と実証等が世界

各地で進められている。さらに、回収したＣＯ２を様々な物質に変換させて有効利用する

技術についても、先進的な取組が行われており、ＣＯ２と水素から基礎化学品や機能性化

学品、液体燃料や気体燃料を合成する技術、コンクリート等にＣＯ２を効率的に固定化さ

せる技術の開発や実証等が進められている。

④本事業のねらい

長期エネルギー需給見通しの実現に向けて、火力発電の高効率化に関しては、石炭火力

の発電効率を大幅に引き上げる石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）の実証事業をは

じめ、石炭火力、ＬＮＧ火力の双方につき、新たな火力発電技術の開発等を実施する。ま

た、火力発電から発生するＣＯ２排出量をゼロに近づける切り札となる技術として、ＣＯ

２フリー燃料の利用及び火力発電所等から発生する大量のＣＯ２を効率的に分離・回収・

有効利用するための技術開発等を実施する。これまでの火力発電に係る技術開発は、個別

の技術ごとに進められていたが、石炭火力、ＬＮＧ火力は共通する要素技術が多く、火力

発電全体の技術開発を加速するためには、個別技術開発を統合し、包括的かつ一体的に推

進することが有効である。そこで、次世代火力発電技術に係る事業を本事業において統合

し、関連事業を一元管理し、一体的に進めることで、開発成果を共有しつつ、技術開発に

係るリソースを最適化する。これにより、次世代火力発電技術の開発を加速し、早期の技

術確立及び実用化を狙う。また、ＬＣＡ的な観点も含めたＣＯ２の利用に係るカーボンリ

サイクル技術開発を一元的に進めることで、火力発電プロセスの更なる効率化を図るとと

もに、ＣＯ２排出削減に向けた取り組みの効率化を図る。

石炭の効率的利用、環境対応等を目的として、石炭利用の環境対策に関する調査・技術

開発を実施する。これらの取組により、石炭の安定調達性が増し、石炭を安価で安定的に

使用することが可能となり、我が国におけるエネルギーセキュリティーの向上に資する。

（２）研究開発の目標

①アウトプット目標
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本事業を通じて、発電効率の大幅な向上技術、調整力確保に寄与する負荷変動対応発電

技術、ＣＯ２分離・回収後においても高効率を維持する技術、ＣＯ２フリー燃料の利用技

術、低コストなＣＯ２分離・回収技術及びＣＯ２有効利用技術（カーボンリサイクル等）

により、ＣＯ２排出の削減に寄与する革新的なカーボンリサイクル技術及び次世代火力発

電技術の見通しを得る。また、石炭灰の有効利用率を１００％まで向上させるなど、石炭

の有効利用技術を確立する。

研究開発項目ごとの目標については、別紙にて定める。

②アウトカム目標

本事業の開発成果により、２０３０年頃にＬＮＧ火力においては、将来のガスタービン

燃料電池複合発電（ＧＴＦＣ）商用機として送電端効率６３％（高位発熱量基準）を達成

し、さらには、ＩＧＦＣ商用機へと繋げることで、石炭火力として送電端効率５５％（高

位発熱量基準）を達成する。また、世界の火力発電市場は、今後、２０４０年にかけて石

炭火力では約５２０兆円、ＬＮＧ火力では約２７０兆円で、累計７９０兆円の規模が見込

まれる。年平均では約３０兆円であり、このうちのシェア１割、約３兆円の次世代火力技

術の市場を獲得する。また、２０４０年頃に燃料としての年間アンモニア利用量１,００

０万トンを達成し、アンモニア３５,０００円/t を想定した場合において、３,５００億円

相当の燃料アンモニア市場を創出する。ＣＣＵＳの実現に向け、ＣＯ２分離・回収コスト

１，０００円台/ｔ-ＣＯ２という大幅な低減を達成する。また、ＣＯ２有効利用の一例とし

て、ＣＯ２由来のメタンで天然ガスパイプラインの許容圧力変動幅の１割を活用して負荷

変動対応に供する場合として、１，３００億円相当の天然ガス代替を獲得する。また、負

荷変動対応技術を確立することで、電力市場整備の一つとして進められてきた調整力公募

市場（短期間での電力需給調整能力（ΔkW 価値）を取引する市場公募）での電力供給機

会の更なる創出に寄与し、電力市場の活発化に貢献する。

また、カーボンリサイクルの観点からは、２０３０年頃に短期的に実現可能な技術（ポ

リカーボネートなどの化学品、バイオジェットなどの液体燃料、道路ブロックなどのコン

クリート製品など）を既存のエネルギー・製品と同等のコスト実現を目指すとともに、２

０４０年以降に実現をめざした需要の多い汎用品（オレフィンやＢＴＸなどの化学品、ガ

ス、液体などの燃料、汎用コンクリート製品など）へ拡大する。

③アウトカム目標達成に向けての取組

市場ニーズを見極めつつ、各技術開発プロセスの進捗管理を行い、開発優先度の調整、

開発スケジュールの最適化、技術開発の相互連携を図り、中長期の火力発電技術開発の全

体プロセスの最適化・効率化を図る。そして、技術開発のプロセスにおけるコスト低減の

取組と信頼性の確保により、商用機導入を早期に拡大する。

（３）研究開発の内容

火力発電の効率化及びＣＯ２フリー燃料の利用、ＣＯ２分離・回収・有効利用等に関する

調査、開発及び実証、石炭灰や溶融スラグの有効利用及び削減に関する調査及び技術開発並

びに排煙処理技術等の環境対策に関する調査等を実施する。実施に当たっては、各事業の性

質に合わせ、委託事業又は助成事業（ＮＥＤＯ負担１／３、２／３、１／２）により実施す

るとともに、必要に応じてステージゲート審査を用いる。

なお、個別研究開発項目の研究開発内容の詳細については、別紙にて記載する。

研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業［助成事業］

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成）

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３，２／３助成）

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１／２助成）
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４）信頼性向上、低コスト化（１／３助成）

５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発（１／２助成）

研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業［助成事業］

１）１７００℃級ガスタービン

（２０１６～２０１８年度：２／３助成、２０１９～２０２０年度：１／２助成）

２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）（２／３助成）

研究開発項目③ 先進超々臨界圧火力発電技術開発［助成事業（２／３助成）］

研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発［委託事業］

１） 次世代ガス化システム技術開発

２） 燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究

３） ガスタービン燃料電池複合発電技術開発

４） 燃料電池石炭ガス適用性研究

５） ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発

６） 石炭火力の負荷変動対応技術開発

７） ＣＯ２有効利用技術開発

８）ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発

９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究

研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発［委託事業］

研究開発項目⑥ カーボンリサイクル・次世代火力推進事業［委託事業］

研究開発項目⑦ 次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発［助成事業（１

／２助成）］

研究開発項目⑧ ＣＯ２有効利用拠点における技術開発［委託・助成事業］

１） ＣＯ２有効利用拠点化推進事業［委託・助成事業］

２） 研究拠点におけるＣＯ２有効利用技術開発・実証事業［委託・助成事業］

研究開発項目⑨ ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発［委託・助成事業］

１） 化学品へのＣＯ₂利用技術開発［委託・助成事業］

２）液体燃料へのＣＯ₂利用技術開発［委託・助成事業］

３）コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへのＣＯ₂利用技術開発

［委託・助成事業］

４）気体燃料へのＣＯ２利用技術開発［委託・助成事業］

研究開発項目⑩ 石炭利用環境対策事業［委託・助成事業］

１） 石炭利用環境対策推進事業［委託事業］

２） 石炭利用技術開発［助成事業（２／３助成）］

研究開発項目⑪ アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業［委託・助成事業］

１） 要素研究［委託事業］

２） 実証研究［助成事業（１／２助成）］

※１）の実施者を公募した後の、１）から２）への移行の可否は、外部有識者で構成さ

れる委員会の審査（ステージゲート審査）を経て決定する。

研究開発項目⑫ ＣＯ２分離・回収技術の研究開発［委託事業］

（２０２１年度までは「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業」において実施）

１） 先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発

２） 先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究

３） 二酸化炭素分離膜モジュール実用化研究開発

４） 二酸化炭素分離膜システム実用化研究開発

研究開発項目⑬ 火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業［委託・助成事業］

１） 機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の技術開発・実証研究

［委託・助成事業］

２） 石炭火力の負荷変動対応技術開発・実証研究［委託・助成事業］
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２．研究開発の実施方式

（１）研究開発の実施体制

本事業は、ＮＥＤＯが単独又は複数の企業、大学等の研究機関（原則、国内に研究開発拠

点を有していること。ただし、国外企業の特別の研究開発能力、研究施設等の活用あるいは

国際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な部分はこの限りではない。）から、原則

公募によって実施者を選定し実施する。ただし、移管事業に関してはこの限りではない。

ＮＥＤＯは、プロジェクトの進行全体の企画・管理やプロジェクトに求められる技術的成

果及び政策的効果を最大化させるため、必要に応じてプロジェクトマネージャー（以下「Ｐ

Ｍ」という。）を任命する。また、各実施者の研究開発ポテンシャルを最大限に活用し、効

率的かつ効果的に研究開発を推進する観点から、必要に応じて研究開発責任者（プロジェク

トリーダー、以下「ＰＬ」という。）を指名する。

なお、研究開発項目ごとのＰＭ、ＰＬは以下のとおり。また、研究開発項目④２）、

３）、４）は、推進にあたって、燃料電池に関する情報共有と開発戦略の整合性を図るた

め、プロジェクトチーム（ＰＴ）にＮＥＤＯ新エネルギー部を加える。

研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業

ＰＭ：ＮＥＤＯ 戸島正剛、ＰＬ：大崎クールジェン株式会社 木田一哉

研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業

１）１７００℃級ガスタービン

ＰＭ：ＮＥＤＯ 園山希、ＰＬ：三菱重工業株式会社 石坂浩一

２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）

ＰＭ：ＮＥＤＯ 山中康朗、ＰＬ：三菱日立パワーシステムズ株式会社 吉田正平

研究開発項目③ 先進超々臨界圧実用化要素火力発電技術開発

ＰＭ：ＮＥＤＯ 足立啓、ＰＬ：一般社団法人高効率発電システム研究所 福田雅文

研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発

１）次世代ガス化システム技術開発

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫

２）燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ要素研究

ＰＭ：ＮＥＤＯ 春山博司、ＰＬ：電源開発株式会社 早川宏

３）ガスタービン燃料電池複合発電技術開発

ＰＭ：ＮＥＤＯ 福原敦、ＰＬ：三菱日立パワーシステムズ株式会社 北川雄一郎

４）燃料電池石炭ガス適用性研究

ＰＭ：ＮＥＤＯ 福原敦、ＰＬ：電源開発株式会社 大畑博資

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人石炭エネルギーセンター 原田道昭

６）石炭火力の負荷変動対応技術開発

ＰＭ：ＮＥＤＯ 野原正寛、ＰＬ：契約毎に設置

７）ＣＯ２有効利用技術開発

ＰＭ：ＮＥＤＯ 天野五輪麿、ＰＬ：国立研究開発法人産業技術総合研究所 坂西欣也

８）ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発

ＰＭ：ＮＥＤＯ 森匠磨

９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究

ＰＭ：ＮＥＤＯ 新郷正志、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 渡辺 和徳

研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発

ＰＭ：ＮＥＤＯ 青戸冬樹、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫

研究開発項目⑦ 次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発

ＰＭ：ＮＥＤＯ 西里友志、ＰＬ：一般社団法人高効率発電システム研究所 福田雅文

研究開発項目⑧ＣＯ２有効利用拠点における技術開発
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ＰＭ：ＮＥＤＯ 戸島正剛

研究開発項目⑨ ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発

ＰＭ：ＮＥＤＯ 荒川純

研究開発項目⑩ 石炭利用環境対策事業

ＰＭ：ＮＥＤＯ 菅本比呂志

研究開発項目⑪ アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業

ＰＭ：ＮＥＤＯ 園山希

研究開発項目⑫ ＣＯ２分離・回収技術の研究開発

ＰＭ：選定中

研究開発項目⑬ 火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業

ＰＭ：選定中

（２）研究開発の運営管理

ＮＥＤＯは、研究開発全体の管理及び執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外部環

境の変化等を適切に把握し、必要な措置を講じるものとする。運営管理は、効率的かつ効果

的な方法を取り入れることとし、次に掲げる事項を実施する。

①進捗把握・管理

ＰＭは、ＰＬや研究開発実施者と密接に連携し、研究開発の進捗状況を把握する。ま

た、外部有識者で構成する技術検討委員会を組織し、定期的に技術的評価を受け、目標達

成の見通しを常に把握することに努める。

②技術分野における動向の把握・分析

ＰＭは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政策動向、

市場動向等について調査し、技術の普及方策の分析及び検討を行う。

３．研究開発の実施期間

本事業の実施期間は、２０１６年度から２０２６年度までの１１年間とする。なお、研究

開発項目①及び②は２０１２年度から２０１５年度、研究開発項目③は２００８年度から２

０１５年度まで経済産業省により実施したが、２０１６年度からＮＥＤＯが実施している。

研究開発項目⑫は２０１８年度から２０２１年度まで「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業」

により実施したが、２０２２年度より本事業で実施する。

４．評価に関する事項

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、事業の意義及び目標達成度や成果に係る技術的

意義及び将来の産業への波及効果等について、評価を実施する。研究開発項目①～⑤、⑦～

⑨、⑪については、技術評価実施規程に基づき、プロジェクト評価を行い、⑩については事

業評価を行う。

評価の時期については、研究開発項目①は、中間評価を２０１７年度、２０２０年度及び

２０２３年度に、前倒し事後評価を２０２５年度に実施する。研究開発項目②は、中間評価

を２０１８年度、事後評価を２０２１年度に実施する。研究開発項目④１）は、研究開発項

目⑤と統合の上、評価を行う。研究開発項目④２）は、事後評価を２０１９年度に実施す

る。研究開発項目④３）、４）は、中間評価を２０１９年度に、事後評価を２０２２年度に

実施する。研究開発項目④５）は中間評価を２０１７年度に実施し、研究開発項目④６）

は、中間評価を２０２０年度に、事後評価を２０２３年度に実施し、研究開発項目④７）は

前倒し事後評価を２０２１年度に実施し、研究開発項目④８）は中間評価を２０２２年度

に、事後評価を２０２５年度に実施し、研究開発項目④９）は前倒し事後評価を２０２１年

度に実施する。研究開発項目⑤は、中間評価を２０１７年度、前倒し事後評価を２０２０年

度に実施する。研究開発項目⑥は、調査事業については内容に応じて研究開発項目①から

⑤、⑦～⑪の中間評価、事後評価の際に合わせて評価を実施し、共通基盤技術開発について

は研究開発項目⑨の中間評価、事後評価の際に合わせて評価を実施、先導研究については内
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容に応じて研究開発項目⑨、⑪の中間評価、事後評価の際に合わせて評価を実施する。研究

開発項目⑦は、中間評価を２０１９年度、事後評価を２０２２年度に実施する。研究開発項

目⑧および研究開発項目⑨１）、２）、３）は、中間評価を２０２２年度及び２０２５年

度、事後評価を２０２７年度に実施する。研究開発項目⑨４）は中間評価を２０２３年度、

前倒し事後評価を２０２６年度に実施する。研究開発項目⑩は、中間評価を２０１９年度、

２０２２年度、前倒し事後評価を２０２５年度に実施する。研究開発項目⑪は、事後評価を

２０２５年度に実施する。研究開発項目⑫は、中間評価を２０２２年度、事後評価を２０２

５年度に実施する。研究開発項目⑬は、中間評価を２０２４年度、前倒し事後評価を２０２

６年度に実施する。

５．その他の重要事項

（１）委託事業成果の取扱い

①成果の普及

得られた事業成果については、ＮＥＤＯ、実施者とも普及に努める。

②標準化等との連携

得られた事業成果については、標準化等との連携を図り、我が国の優れたカーボンリサ

イクル・次世代火力発電等技術を普及させるために、標準化への提案等を積極的に行う。

③知的財産権の帰属

事業成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則とし

て、全て委託先に帰属させることとする。

なお、海外動向や国際展開を見据えた知財管理を行うとともに、海外における知財の確

保を積極的に推進する。

④知財マネジメントに係る運用

本プロジェクトのうち、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発及び研究開発項目

⑥カーボンリサイクル・次世代火力推進事業、研究開発項目⑧ＣＯ₂有効利用拠点におけ

る技術開発、研究開発項目⑨ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発、研究開発項目⑩

石炭利用環境対策事業及び研究開発項目⑪アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事

業、研究開発項目⑫ＣＯ２分離・回収技術の研究開発、研究開発項目⑬火力発電負荷変動

対応技術開発・実証事業は、「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方

針」を適用する。

⑤データマネジメントに係る運用

本プロジェクトのうち、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発８）、研究開発項

目⑥カーボンリサイクル・次世代火力推進事業、研究開発項目⑧ＣＯ₂有効利用拠点にお

ける技術開発、研究開発項目⑨ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発、研究開発項目

⑩石炭利用環境対策事業及び研究開発項目⑪アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証

事業、研究開発項目⑫ＣＯ２分離・回収技術の研究開発、研究開発項目⑬火力発電負荷変

動対応技術開発・実証事業のうち２０１８年度以降に公募を行う事業は、「ＮＥＤＯプロ

ジェクトにおけるデータマネジメント基本方針」を適用する。
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（２）基本計画の変更

ＰＭは、当該事業の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、国内外の研究開発

動向、政策動向、研究開発費の確保状況等、事業内外の情勢変化を総合的に勘案し、必要

に応じて目標達成に向けた改善策を検討し、達成目標、実施期間、実施体制等、基本計画

を見直す等の対応を行う。

（３）根拠法

本事業は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第一号

ハ、第三号及び第六号イに基づき実施する。

（４）委託先等以外の第三者の土地に設置した資産の処分方法

研究開発項目⑧においては委託先等以外の第三者の土地に拠点整備インフラを設置する

予定である。第三者の土地に設置した資産であっても、委託先は、委託事業終了後、有償

により、ＮＥＤＯに帰属する資産をＮＥＤＯから譲り受けることとなっている（約款第 20

条の 2①）。ただし、以下の要件を満たすものに限り、委託事業内における当該資産の解

体撤去を実施できる。

・事業目的達成後に、取得資産を設置した第三者の敷地等の速やかな原状回復を必要と

し、かつ、その時点で利活用できない資産（機能が著しく低下している、 移設するとそ

の機能を失う等、物理的に使用できない資産）である場合

（５）その他

最新の技術動向や政策上の必要性に鑑み、必要に応じた研究開発項目の追加や見直しを

行うことがある。本事業の実施を通じて、イノベーションの担い手として重要な若手研究

員及び女性研究員の育成や中堅・中小・ベンチャー企業等を支援することとする。

６．基本計画の改訂履歴

（１）２０１６年１月、基本計画制定。

（２）２０１６年４月

３．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項目③、④ １）と２）、⑤

のＰＭの変更。

５．評価に関する事項、研究開発項目④ ５）中間評価、事後評価の年度を１年後ろ倒し。

別紙 研究開発項目④ ５）の３．達成目標、中間目標年度と最終目標年度を１年後ろ倒し。

研究開発スケジュールは研究期間を１年延長し、中間評価と事後評価を１年後ろ倒し。

（３）２０１６年９月

５．評価に関する事項、研究開発項目④ ５）中間評価、事後評価の年度を１年後ろ倒し

したが、当初計画通りに戻す。

別紙 研究開発項目④ ５）の３．達成目標、中間目標年度と最終目標年度を１年後ろ倒し

したが、当初計画通りに戻す。

研究開発スケジュールは研究期間を１年延長し、中間評価と事後評価を１年後ろ倒しした

が、当初計画通りに戻す。

（４）２０１７年２月

１．研究開発の目的・目標・内容の（２）研究開発の目標並びに（３）研究開発の内容

に、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発６）石炭火力の競争力強化技術開発、

７）ＣＯ２有効利用技術開発及び研究開発項目⑦次世代技術の早期実用化に向けた信頼性

向上技術開発の内容を追加した。

３．研究開発の実施方式のＰＭ及びＰＬを追記・修正した。

５．評価に関する事項の①及び⑥の実施時期を修正し、並びに④１）、５）の前倒しの区

分を明確化し、④６）、７）、⑦を追加した。
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６．その他の重要事項の（１）委託事業成果の取扱い③知的財産権の帰属に知財マネジメ

ント適用プロジェクト名を追記した。

（５）２０１７年５月

３．研究開発の実施体制（１）研究開発実施体制 研究開発項目②の１）と２）及び④の

６）のＰＭの変更。

（６）２０１７年６月

研究開発項目④の１）３．達成目標に中間目標を設定し、２０１７年度に中間評価を実施

する。

（７）２０１８年２月

１．研究開発の目的・目標・内容の（３）研究開発の内容のうち、研究開発項目①の

２）、３）の助成率を変更した。また、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発８）

流動床ガス化燃焼を応用した石炭利用技術開発、９）機動性に優れる広付加帯高効率ガス

タービン複合発電の要素研究の内容を追加した。また、研究開発項目④次世代火力基盤技

術開発１）次世代ガス化システム技術開発を、研究開発項目⑤に統合し、研究開発項目⑤

の名称を変更した。

３．研究開発の実施方式のＰＭ及びＰＬを追記・修正した。

５．評価に関する事項の④１）、６）、８）、９）の評価時期を追記・修正した。

６．その他の重要事項の（１）委託事業成果の取扱い③知的財産権の帰属に注釈を追記し

た。

（８）２０１８年７月

３．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項目④２）、８）のＰＭの変

更、及び、研究開発項目④５）のＰＬの変更、研究開発項目④６）のＰＬの記載変更。別

紙 研究開発項目⑥ １．研究開発の必要性、２．具体的研究内容にかかる記載を一部変更

した（バイオマスに係る記載の追記）。

（９）２０１８年９月

３．研究開発の実施方式において、研究開発項目①及び研究開発項目④７）、９）のＰＬ

の変更、４．研究開発の実施期間の変更、５．評価に関する事項の研究開発項目①の中間

評価時期及び事後評価時期の変更、研究開発項目④２）の評価時期変更、研究開発項目④

５）の事後評価を削除。６．その他の重要事項のデータマネジメントに係る運用に研究開

発項目①３）を追記。また、別紙 研究開発項目①について、期間の延長および、２）Ｃ

Ｏ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証の最終目標を詳細な記載に変更。別紙 研究開発項

目④９）について、目標値を補足。研究開発スケジュール表の修正。

（１０）２０１９年１月

１．研究開発の目的・目標・内容の（３）研究開発の内容において、研究開発項目②１）

の助成率の変更。５．評価に係る事項において、研究開発項目⑦の中間評価の追加及び事

後評価時期の変更、研究開発項目④８）の前倒し事後評価時期の変更。別紙 研究開発項

目④８）の実施期間の変更。別紙 研究開発項目④９）の最終目標を詳細な記載に変更。

別紙 研究開発項目⑥の２．具体的研究内容に燃料多様化に係る記載を追記。別紙 研究開

発項目⑦の実施期間の変更及び中間目標の策定、最終目標年度の変更。研究開発スケ

ジュール表の修正。

（１１）２０１９年７月

和暦から西暦へ表記修正。３．研究開発の実施方式において、研究開発項目④６）、

７）、９）、⑤及び⑦のＰＭの変更。５．評価に関する事項において、研究開発項目④

３）、４）の中間評価の追加及び研究開発項目④２）、３）、４）の事後評価時期の変

更。別紙 研究開発項目④３）、４）について、実施期間の延長、中間目標の策定及び最

終目標の修正。研究開発項目⑥の文言修正。研究開発スケジュール表の修正。その他誤記

修正。
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（１２）２０２０年２月

改訂： 基本計画の名称変更、基本計画「クリーンコール技術開発」の統合による記載内

容の移管、１．研究開発の目的・目標・内容（１）（２）において内容の追加、１．研究

開発の目的・目標・内容（３）研究開発の内容及び２．研究開発の実施方式（１）研究開

発の実施体制において名称変更と項目の追加、３．研究開発の実施期間において期間変更

及び追加、４．評価に関する事項において評価時期の変更及び追加、５（１）④知財マネ

ジメントに係る運用⑤データマネジメントに係る運用において対象研究開発項目の追加、

研究開発項目④３）４）において中間評価結果反映のため最終目標を追記。研究開発項目

⑧⑨の追加、研究開発項目⑩の移管。

（１３）２０２０年３月

５．その他重要事項（４）委託先等以外の第三者の土地に設置した資産の処分方法、

（５）その他において追記。

（１４）２０２０年７月

２．研究開発の実施方式 （１）研究開発の実施体制 研究開発項目②２） ④３）、

４）、８） ⑧、⑨のＰＭと研究開発項目④８）の名称を変更。別紙 研究開発項目④

８）１．研究開発の必要性、２．具体的研究内容、３．達成目標の記載から噴流床ガス化

技術に係る記載を追加 別紙 研究開発項目⑤ ２．具体的研究内容の記載から噴流床ガ

ス化技術（ポリジェネレーション）に係る記載を削除。研究開発スケジュール表の修正。

その他誤記修正。

（１５）２０２０年９月

２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施体制 研究開発項目①、④６）、⑧の PM

を変更、④４）の PL を変更、⑧と⑨の PL に関する記載を削除。

（１６）２０２０年１０月

２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施体制 研究開発項目①、⑧の PM を変更。

（１７）２０２１年１月

１．研究開発の目的・目標・内容（１）（２）において内容の追加、１．研究開発の目

的・目標・内容（３）研究開発の内容及び２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施

体制において項目の追加、３．研究開発の実施期間において期間変更、４．評価に関する

事項において評価時期の変更及び追加、５（１）④知財マネジメントに係る運用⑤データ

マネジメントに係る運用において対象研究開発項目の追加、研究開発項目①２）の内容拡

充、研究開発項目①４）５）、⑨４）の追加。研究開発項目⑪の追加。

（１８）２０２１年５月、２．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項目

④ ３）、４）、６）、７）及び８）、研究開発項目⑦、研究開発項目⑩のＰＭの変更。

（１９）２０２１年６月

１．研究開発の目的・目標・内容（３）研究開発項目⑨３）における項目名の変更。別紙

研究開発項目⑨３）の項目名の変更および内容の拡充。

（２０）２０２１年７月

５．その他の重要事項（１）委託事業成果の取扱い④知財マネジメントに係る運用及び⑤

データマネジメントに係る運用における対象研究開発項目の変更。

（２１）２０２２年３月

１．研究開発の目的・目標・内容（１）（２）において内容の追加、１．研究開発の目

的・目標・内容（３）研究開発の内容及び２．研究開発の実施方式（１）研究開発の実施

体制において項目の追加、３．研究開発の実施期間において期間変更及び記載の追加、

４．評価に関する事項において評価時期の変更及び追加、５（１）④知財マネジメントに

係る運用、⑤データマネジメントに係る運用において対象研究開発項目の追加。別紙にお

いて、研究開発項目⑦、研究開発項目⑧、研究開発項目⑨、研究開発項目⑪において期間

変更及び研究開発項目⑫、研究開発項目⑬の追加。
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研究開発項目① 「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」

１．研究開発の必要性

石炭は、他の化石燃料と比べ、可採年数が約１１０年と長く、かつ世界各国に幅広く分布す

る等、供給安定性が高く、経済性に優れることから、エネルギー自給率が極めて低い我が国に

とって重要な一次エネルギー源であり、発電の分野においても石炭火力発電は発電電力量の約

３割を占める重要な電源の一つである。

一方で、石炭は他の化石燃料と比べ、燃焼時の単位発熱量当たりのＣＯ２排出量が多く、地

球環境面での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についてもさらなるＣＯ

２排出量の抑制が求められている。

したがって、石炭火力発電の高効率化及びＣＯ２排出量削減の観点から本事業を実施する必

要性がある。

２０１４年４月に閣議決定されたエネルギー基本計画においても、石炭火力発電は、「安定

供給性や経済性に優れた重要なベースロード電源」と評価されている一方、「温室効果ガスの

排出量が多いという課題がある」と指摘され、その課題を解決すべく、次世代高効率石炭火力

発電技術として、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）の開発・実用化を進めるとともに、２０２

０年頃の二酸化炭素回収貯留（ＣＣＳ）の実用化を目指した研究開発を行うことが盛り込まれ

ている。

その後、エネルギー基本計画を踏まえ、２０１４年１２月にまとめられた「エネルギー関係

技術開発ロードマップ」において、「高効率石炭火力発電」、「二酸化炭素回収・貯留技術」

が国際展開も見据えた形で整理されている。

２０２１年１０月「第６次エネルギー基本計画」において、石炭火力は、再生可能エネル

ギーを最大限導入する中で、調整電源としての役割が期待されるが、電源構成における比率

は、安定供給の確保を大前提に低減させる一方で、脱炭素化を見据えつつ、次世代の高効率石

炭火力発電技術であるＩＧＣＣや石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）などの技術開発等

を推進することが盛り込まれている。

以上のとおり、石炭火力発電におけるＣＯ２排出量の課題を克服していくことが一層重要と

なっており、石炭火力発電の高効率化及びＣＯ２排出量削減を目指す本事業の必要性は大き

い。

２．具体的研究内容

本事業では、石炭火力発電から排出されるＣＯ２を大幅に削減させるべく、究極の高効率石

炭火力発電技術であるＩＧＦＣとＣＯ２分離・回収を組み合わせた実証試験を行い、革新的低

炭素石炭火力発電の実現を目指す。

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成）

ＩＧＦＣの基幹技術である酸素吹ＩＧＣＣの実証試験設備により、性能（発電効率、環境性

能）、運用性（起動停止時間、負荷変化率等）、経済性及び信頼性に係る実証を行う。

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３，２／３助成）

酸素吹ＩＧＣＣ実証試験設備とＣＯ２分離・回収設備を組み合わせて、ＣＯ２分離・回収型

石炭火力システムとしての性能、運用性、信頼性及び経済性に係る実証を行う。また、ＣＯ２

分離・回収装置を追設した場合のＩＧＣＣ運用性について実証を行う。更に、ＣＯ２分離・回

収と組み合わせたＣＯ２液化プロセスを構築する。加えて、ＩＧＣＣの負荷変動に対応したＣ

Ｏ２分離・回収装置とＩＧＣＣ設備の運用性について実証を行う。

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１／２助成）

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムと燃料電池を組み合わせ、石炭ガス化ガスの燃

料電池への利用可能性を確認し、最適なＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣシステムの実証を行う。

別紙
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４）信頼性向上、低コスト化(１／３助成）

酸素吹ＩＧＣＣシステムの早期商用化を実現すべく、設備信頼性の向上及び経済性の改善に

係る実証を行う。

５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発（１／２助成）

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣシステム及びＩＧＦＣシステムのＣＯ２分離・回収設備の負荷

変動に対応すべく、ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービンの環境性能、安定性、信頼性

に係る要素技術開発を実施する。

３．達成目標

[実施期間]

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証：２０１２年度～２０１８年度（うち２０１２年度～２０１５年度

は経済産業省において実施）

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証：２０１６年度～２０２２年度

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証：２０１８年度～２０２２年度

４）信頼性向上、低コスト化：２０２１年度～２０２２年度

５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発：２０２１年度～２０２５年度

［中間目標（２０１７年度）］

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証

（ａ）発電効率：４０．５％程度（送電端効率、高位発熱量基準）を達成する。

商用機の１／２～１／３倍の規模で、１３００℃級ガスタービンを採用する実証試験設備

により送電端効率（高位発熱量基準）４０．５％を達成すれば、１５００℃級ガスタービン

を採用する商用機（石炭処理量２，０００～３，０００ｔ/ｄ）で送電端効率約４６％を達

成する見通しが得られる。

（ｂ）環境性能：「ＳＯｘ＜８ｐｐｍ」、「ＮＯｘ＜５ｐｐｍ」、「ばいじん＜３ｍｇ／Ｎｍ
３」を達成する（Ｏ２＝１６％）。

我が国における最新の微粉炭火力は世界的に見ても最高水準の環境諸元を達成しており、

酸素吹ＩＧＣＣを導入する場合には同等の環境諸元を達成することが求められる。

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証

ＣＯ２分離・回収設備の詳細設計を完了する。

［中間目標（２０２０年度）］

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証

（ａ）プラント制御性運用性：事業用火力発電設備として必要な運転特性及び制御性を確認す

る。

我が国における微粉炭火力はベースからミドル電源として運用されており、酸素吹ＩＧＣ

Ｃ商用機を導入する場合にも同等の制御性、運用性を確保する。

（ｂ）設備信頼性：商用機において年間利用率７０％以上の見通しを得る。

我が国における微粉炭火力は年間利用率７０％以上で運用されており、酸素吹ＩＧＣＣ商

用機を導入する場合にも同等の設備信頼性を確保する。

（ｃ）多炭種適用性：灰融点の異なる数種類の炭種で適合性を確認する。
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酸素吹ＩＧＣＣ商用機には、微粉炭火力に適合し難い灰融点の低い亜瀝青炭から、微粉炭

火力に適合する比較的灰融点の高い瀝青炭までの適用炭種の広さが求められる。商用化に向

け、実用化時期や日本への供給可能性も考慮に入れつつ、性能と経済性を評価する。

（ｄ）経済性：商用機において発電原価が微粉炭火力と同等以下となる見通しを得る。

国内外において酸素吹ＩＧＣＣ商用機の普及を促進するためには、発電原価を微粉炭火力

と同等以下とすることが求められる。また、海外普及を目的としたマイルストーンを検討す

る。

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証

（ａ）基本性能（発電効率）：新設商用機において、ＣＯ２を９０％回収しつつ、発電効率４

０％（送電端効率、高位発熱量基準）程度の見通しを得る。

ＣＯ２回収時のエネルギーロスによる発電効率の低下という課題に対し、ＣＯ２を９０％

回収（全量ガス処理）しながらも、現状の微粉炭火力と同等レベルの発電効率４０％程度の

見通しを得る。これを実現するために、実証機プラントにおいて、ＣＯ２分離回収にかかる

エネルギー原単位「０．９０ＧＪ/ｔ-ＣＯ２（電気エネルギー換算）」を発電効率に係る性

能として確認する。

（ｂ）基本性能（回収効率・純度）：ＣＯ２分離・回収装置における「ＣＯ２回収効率＞９

０％」、「回収ＣＯ２純度＞９９％」を達成する。

革新的低炭素型石炭火力の実現のためにＣＯ２分離・回収装置単体における回収効率は９

０％以上を目標とする。ＣＯ２地中貯留から求められる可能性があるＣＯ２純度について、

湿式物理吸収法を使って定常運転時、体積百分率９９％以上を目標とする。

（ｃ）プラント運用性・信頼性：ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣシステムの運用手法を確立し、

信頼性を検証する。

商用機において、ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムを構築するには、プラント

の起動停止や、発電所特有の負荷変動等に対し、ＩＧＣＣ本体に追従したＣＯ２分離・回収

装置の運用手法を確立し、信頼性を検証する。また、生成ガスの全量をＣＯ２分離した場合

のＩＧＣＣ運転との相互影響やガスタービン性能についても検証する。

（ｄ）経済性：商用機におけるＣＯ２分離・回収の費用原単位を評価する。

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣを普及させるに当たっては、費用原単位評価が必要で

あり、ＣＯ２分離・回収装置建設時期や発電所敷地等の制約に応じた評価を実施する。ま

た、実用化・事業化に向けたマイルストーンを検討する。

（ｅ）ＩＧＣＣプラント運用性：

ＣＯ２分離・回収装置を追設した場合のＩＧＣＣ運転への影響を確認し、運用性を検証す

る。

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証設備の詳細設計を完了する。また、機器製作に着手す

る。

［最終目標（２０２２年度）］

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証

ＣＯ２液化プロセス開発：ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣとＣＯ２液化を組み合わせた場合の

最適プロセスを構築する。



プロジェクト基本計画-14

ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ＩＧＣＣ運用性向上：ＩＧＣＣの負荷変動に伴うＣＯ２分

離・回収設備の追従性を確認し、運用性を検証する。

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証

５００ＭＷ級の商業機に適用した場合に、ＣＯ２回収率９０％の条件で、４７％程度の発

電効率（送電端効率、高位発熱量基準）達成の見通しを得る。

４）信頼性向上、低コスト化

信頼性向上により５,０００時間以上の長期運転の達成、また経済性向上により早期商用

化の見通しを得る。

［中間目標（２０２３年度）］

５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発

水素濃度の変動に対応した燃焼試験を開始する。

［最終目標（２０２５年度）］

５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発

ＣＯ２分離・回収の負荷変動に伴う、経時的な水素濃度変化に対応したガスタービン燃焼

技術を確立する。
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研究開発項目② 「高効率ガスタービン技術実証事業」

[実施期間]

１７００℃級ガスタービン：２０１２年度～２０２０年度（うち２０１２年度～２０１５年

度は経済産業省において実施）

高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）：２０１２年度～２０１７年度（うち２０１２年

度～２０１５年度は経済産業省において実施）

１．研究開発の必要性

２００８年３月に閣議決定された「Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ ―エネルギー革新技術計画」にお

いて、天然ガスタービンの高効率化が環境負荷低減の実現のための重要な技術開発であると位

置づけられている。また、２０１１年８月に制定された「第４期科学技術基本計画」において

は、安定的なエネルギー供給と低炭素化の実現のため火力発電の高効率化に資する技術開発は

重点的な取組として位置づけられている。

欧米は巨額の研究開発費を投じており、厳しい国際競争の中で我が国の優位性を維持するた

め、また電力産業の保守高度化とリプレース需要にあった大容量機の高効率化を目指し、コン

バインド効率向上、ＣＯ２排出量削減を達成するため、１７００℃級に必要な革新的技術開発

に取り組み、早期に実用化する事が必要である。

また、高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）は、ガスタービンサイクルを改良したシス

テムであり、比較的早期に実用化が期待できる高効率発電システムで、電力産業の短中期的

ニーズに対応する中小容量機（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％（高位発熱量基準）→５

１％（高位発熱量基準）以上）を目的とした日本オリジナルの技術であり、世界初となるＡＨ

ＡＴの実用化は急務である。

これらの政策を実現するために、発電規模に応じた発電熱効率の一層の向上が必要であり、

ガスタービン高温部品の技術向上と発電サイクルの工夫が必要不可欠である。また、環境負荷

の少ない発電システムを開発することは、電力の安定的かつ低廉な供給を確保する上で極めて

重要な対策である。

さらに、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）や石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）にお

ける更なる効率向上には、将来的に１７００℃級ガスタービンやＡＨＡＴシステムの導入が不

可欠である。

２．具体的研究内容

１）１７００℃級ガスタービン

１７００℃級ガスタービンにおける性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発を実施す

る。例として、製造技術・検査技術の開発、超高温高負荷タービンの信頼性向上、過酷環境

下でのデータ取得のための特殊計測技術開発等を実施する。また、１７００℃級での実証運

転時における特殊計測の実施、試運転データの評価・分析を行い、商用化の検討を実施す

る。

２）ＡＨＡＴ

ＡＨＡＴシステムについては、ユーザーニーズとしてミドル運用以上（年間５０回以上の

起動・停止）における長期信頼性が求められていることから、既存４０ＭＷ級総合試験装置

の改造による実証機製作、実証試験による長期信頼性評価を実施する。また、実証機試験結

果を用いて商用機化の検討を実施する。

３．達成目標

１）１７００℃級ガスタービン

[中間目標（２０１８年度）]

１７００℃級ガスタービンの性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発により、商用機

に適用できる見通しを得た上で、設計・製作の仕様を決定する。
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[最終目標（２０２０年度）]

１７００℃級ガスタービンの実証試験データの取得、及び評価を実施し、送電端効率５

７％達成（高位発熱量基準）の見通しを得る。

２）ＡＨＡＴ

[最終目標（２０１７年度）]

実証機を用いた試験により、長期信頼性の実証として以下を達成する。

・ミドル運用（年間５０回以上の起動・停止）の２倍である年間１００回以上の起動・

停止での実証試験を実施し、等価運転時間 １０，０００時間以上を確保する。

（等価運転時間とは、起動・停止等の機械装置の寿命を考慮し、同等の連続運転時間

とみなせる運転時間）
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研究開発項目③ 「先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発」

[実施期間]２００８年度～２０１６年度（うち２００８年度～２０１５年度は経済産業省におい

て実施）

１．研究開発の必要性

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度の最高

温度は６３０℃程度が限界と言われてきた。しかしながら、近年の材料技術の進歩により７０

０℃以上の蒸気温度を達成できる先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（Ａ－ＵＳＣ）

の実現可能性が見えてきた。

本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力のリプレース及び熱効率向上需要に対応

するため、高い発電効率を実現できるＡ－ＵＳＣの開発を行う。

２．研究開発の具体的内容

（１）システム設計、設計技術

基本設計、配置最適化、経済性の試算

（２）ボイラ要素技術

７００℃級候補材料について、耐久試験により、１０万時間の長期信頼性を確保する

（３）タービン要素技術

大型鋼塊の製造性を確認するとともに１０万時間の長期信頼性を確保する

（４）高温弁要素技術

実缶試験・回転試験に組み込み、信頼性を確認する

（５）実缶試験・回転試験

実缶試験、回転試験により、ボイラ要素及びタービン要素の信頼性の実証を行う。

３．達成目標

[最終目標（２０１６年度）]

蒸気温度を７００℃へ高めるための要素技術開発を実施し、２０２０年以降において商用

プラントでの送電端熱効率４６％（高位発熱量基準）達成の技術的見通しを得る。
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」

１） 次世代ガス化システム技術開発

[実施期間]２０１５年度～２０１８年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施）

１．研究開発の必要性

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベース

ロード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるた

め、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発及び実用化

を推進することとされている。中長期的には、さらなる高効率化に向けて、現在開発中のＩＧ

ＣＣを効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技術等の開発を実施する必要がある。

２．具体的研究内容

次世代高効率石炭ガス化発電システムについて、冷ガス効率及び送電端効率の向上並びに実用化

に向けた技術開発を実施する。

酸素吹石炭ガス化においては、ガス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼させ、

石炭を熱分解しているが、投入された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装置等の所内

動力の増加により送電端効率が低下することが効率向上のための課題となっている。

そこで、熱分解の一部を、ガスタービン排熱を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応に置

き換えることにより、冷ガス効率の向上を図るとともに、酸素供給量の低減を図り、送電端効率の

向上を目指す。

これまでのシミュレーションによる検討結果では、①噴流床型ＩＧＣＣガス化炉への高温の水蒸

気の注入による冷ガス効率及び送電端効率の向上、②エネルギー効率の高い酸素製造技術を組み込

んだＩＧＣＣシステムの構築による更なる送電端効率の向上、の可能性があることが分かった。そ

こで、これらの可能性を検証及び評価するため、以下の項目を実施する。

（１）水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証

噴流床型ガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率の向上について、小型ガス化

炉での検証を行う。

（２）エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性評価

エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性を評価する。

（３）ＩＧＣＣシステム検討

エネルギー効率の高い酸素製造装置を組み込んだＩＧＣＣの最適化システム試設計及び経

済性検討を行う。

冷ガス効率の向上及び試設計を踏まえて、送電端効率を精査する。

３．達成目標

[中間目標（２０１７年度）]

既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４８％）を凌ぐ高効率石炭ガス化発

電システムの見通しを得るため、小型ガス化炉による水蒸気添加ガス化試験方法を確立する。

[最終目標（２０１８年度）]

既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４８％）を凌駕する高効率石炭ガス

化発電システムの見通しを得る。

２０１８年度以降については研究開発項目⑤ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣ技術開発と統

合して、新名称 研究開発項目⑤ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発とする。
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」

２） 燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究

[実施期間]２０１５年度～２０１７年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施）

１．研究開発の必要性

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は石炭をガス化させ、燃料電池、ガスタービン、

蒸気タービンの３種の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、究極の高効率

発電技術として、実現が望まれている。

クールアースエネルギー革新技術開発ロードマップにおいても２０２５年頃の高効率石炭火

力発電技術として５５％の送電端効率を目指すＩＧＦＣが位置づけられている。

ＩＧＦＣにおいては、燃料である石炭ガス化ガスに多種類の微量成分が含まれており、この

微量成分の一部が燃料電池の劣化を招き、長期信頼性を損なう可能性があることが懸念されて

いる。

そのため、ＩＧＦＣの実現に向けては、石炭ガス化ガス中の微量成分の燃料電池への影響を

把握するとともに、燃料電池の被毒成分に対するガス精製技術を確立することが必要である。

２．具体的研究内容

燃料電池用ガス精製技術と燃料電池を組み合わせ、石炭ガス化ガスの模擬ガス試験により燃

料電池の被毒耐性を確認する。また、特定された被毒成分に対して、成分を許容レベルまで除

去するガス精製技術を検討し、模擬ガスによる性能評価を行う。

３．達成目標

[最終目標（２０１７年度）]

・模擬ガス試験により燃料電池の被毒耐性を評価する。

・模擬ガス試験により燃料電池用ガス精製技術性能を評価し、ガス精製技術を確立する。
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」

３） ガスタービン燃料電池複合発電技術開発

[実施期間]２０１６年度～２０２１年度

１．研究開発の必要性

２０１５年７月に経済産業省における「次世代火力発電の早期実現に向けた協議会」により

策定された「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ガスタービン燃料電池複合

発電（ＧＴＦＣ）については、小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用化、量産化を進め、

ＳＯＦＣのコスト低減を図り、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ級）の実証事業を経て、発電効率

６３％程度、ＣＯ２排出原単位：２８０ｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ程度を達成し、２０２５年頃に技

術を確立することが示されている。また、量産後は従来機並の発電単価を実現することとされ

ている。

さらには、同ロードマップにおいて、ＩＧＦＣの技術を確立するためには、ＧＴＦＣの開発

成果を活用していくことが示されており、次世代火力発電技術の早期確立に向けて、本事業の

必要性は高い。

２．具体的研究内容

小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用化及び量産化を進め、ＳＯＦＣのコスト低減を図

る。さらに、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を開発し、中小型ＧＴＦＣの技術実証

に活用する。

３．達成目標

[中間目標（２０１９年度）]

中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を開発する。

・高圧ＳＯＦＣモジュールを開発する。

・ガスタービンとの連係技術を確立する（燃焼器、燃料／空気差圧制御系、排燃料・排空

気・空気抽気）。

[最終目標（２０２１年度）]

中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を確立する。

・燃料電池の高性能化による中小型ＧＴＦＣシステムの最適化を行う。

・小型ＧＴＦＣ（出力１，０００ｋＷ級）において、５７％ＬＨＶ（低位発熱量基準）の発

電効率（送電端）の見通しを得る。
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」

４） 燃料電池石炭ガス適用性研究

[実施期間]２０１６年度～２０２１年度

１．研究開発の必要性

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は、石炭をガス化し、燃料電池、ガスタービン、

蒸気タービンの３種類の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、究極の高効

率石炭火力発電技術として、その実現が望まれている。

「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ＩＧＦＣの開発方針として、２０２

５年度頃技術確立、発電効率５５％及び量産後従来機並の発電単価の実現を目指すことが示さ

れた。

ＩＧＦＣを構成する高温型燃料電池については、現在、天然ガスを燃料とした燃料電池の開

発が進んでいるが、石炭ガスを燃料とした場合の適用性についての検証及びシステムの検討を

行う必要性がある。

燃料を石炭ガスとした場合に、燃料電池の劣化を引き起こすガス中被毒成分濃度の確認と被

毒成分の除去技術についての研究は、すでに着手されている。

ＩＧＦＣを構成する燃料電池モジュールについて、石炭ガスを燃料とした場合の運用性や性

能を把握する必要があることから、実燃料電池モジュールを用いた石炭ガス燃料の適用性試験

を行い、その結果を踏まえて、ＩＧＦＣの技術確立に必要な実証機に係るシステム検討を行う

必要性がある。

２．具体的研究内容

（１）ＩＧＦＣシステムの検討

国内外における高温型燃料電池及びＩＧＦＣの技術開発動向をレビューすることにより、最

新情報を入手し、ＩＧＦＣの実用化に向けた課題の整理を行う。商用機システムとして、ＣＯ

２分離・回収を行わないＩＧＦＣとＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣについて、ケーススタディを

行い、送電端効率とコストの試算を行う。ＩＧＦＣの実用化に向けた課題、商用化システムの

検討結果及び（２）の成果を踏まえて、ＩＧＦＣ実証システムについて検討を行い、実証機の

容量を決定のうえ、試設計を行う。

（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究

石炭ガス燃料の適用性試験に供する高温型燃料電池モジュールについては、天然ガス燃料で

既に実用化されている燃料電池モジュールとする。本試験に係る設計、製作、据付け等を行

い、まず、天然ガスを燃料とした試運転を行う。次いで、天然ガスをＨ２リッチガスに改質し

た燃料を用い、燃料電池モジュールの運用性、性能等を把握するとともに、天然ガス燃料の場

合との比較から課題を抽出する。さらに、石炭ガス化の実ガスを燃料として、燃料電池の被毒

成分をガス精製によりクリーンナップしたうえで燃料電池モジュールに供給し、その運用性、

性能等を把握するとともに、石炭ガス適用時の課題を抽出する。さらに、これまで実績のない

石炭ガスによる運転を行うことから、燃料電池セル及びモジュール内部構造への影響を把握す

るため、装置の解体調査を行い、石炭ガス適用時の課題を抽出する。

３．達成目標

（１）ＩＧＦＣシステムの検討

[最終目標（２０１９年度）]

ＩＧＦＣ実証機の容量を決定し、実証機の試設計を完了する。

（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究

[中間目標（２０１９年度）]
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Ｈ２リッチガスを燃料とした場合の燃料電池モジュールの基本性能を確認するとともに、発

電性能を最適化するための運用性を確立する。また、石炭ガスを燃料とした場合の燃料電池

モジュールの基本性能を確認する。

[最終目標（２０２１年度）]

石炭ガスを燃料とした場合の燃料電池モジュールの運用性と性能を把握し、課題を抽出す

る。また、石炭ガス適用時の燃料電池出力変化率を天然ガスと同等の１％／ｍｉｎ程度とする

石炭ガス化炉連係システムを構築する。
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発

[実施期間]２０１５年度～２０１７年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施）

１．研究開発の必要性

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベース

ロード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるた

め、環境負荷の一層の低減に配慮した石炭火力発電の導入を進めることとされている。

現在、石炭の燃焼排ガス又は石炭ガス化プラントの石炭ガス化ガスからのＣＯ２の分離・回

収技術の開発が進められているが、ＣＯ２分離・回収工程において多くのエネルギー損失が発

生することが課題となっている。これを解決するため、エネルギー損失のない高効率でありな

がら、ＣＯ２の分離・回収が可能な化学燃焼石炭利用技術について、実用化に向けた開発を実

施する。

２．具体的研究内容

従来、石炭の燃焼時の排気ガス又は石炭ガス化プラントの石炭ガス化ガスからのＣＯ２分離・回

収に当たっては、この過程における多くのエネルギー損失が課題となっているが、ＣＯ２分離型化

学燃焼石炭利用技術においては、酸素キャリアとなる金属を媒体とする石炭の燃焼反応と金属の酸

化反応を二つの反応器で別個に発生させることにより、ＣＯ２の分離・回収装置及び空気分離装置

が不要となり、エネルギー損失のないＣＯ２の分離・回収が可能である。

さらに、ＣＯ２分離型化学燃焼石炭火力発電は、流動床燃焼技術を用いることから多様な燃料

（低品位炭、バイオマス等）が活用でき、ＩＧＣＣやＡ－ＵＳＣが大規模プラントであるのに対し

て、中小規模プラント（１０～５０万ｋＷ）におけるＣＯ２の分離・回収に適しているといった特

長がある。

しかしながら、実用化に向けては、酸素キャリアのコスト抑制及び反応塔の小型化に向けた酸素

キャリアの反応性の向上という課題がある。

そこで、有望な酸素キャリアの評価と選定並びにプラント構築を目的として、以下の項目を実施

する。

（１）酸素キャリアの評価と選定

酸素キャリアの反応性、耐久性及び流動性等について要素試験にて評価を行い、コストを

踏まえて選定する。

（２）プラント試設計及び経済性検討

酸素キャリアの反応性からプロセス解析を行うとともに酸素キャリアの流動や循環を検討

し、プラント試設計を行う。この結果をもとに経済性検討を行う。

（３）ベンチ試験装置によるプロセス検証

酸素キャリアの反応性、耐久性及び流動性等並びに流動や循環を含むプラントの成立性を

検証するため、ベンチ試験装置を製作し、試験・評価を行う。

３．達成目標

[中間目標（２０１７年度）]

分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるキャリアを選定する。

[最終目標（２０２０年度）]

分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるＣＯ２分離型化学燃焼石炭火力発電

システムを提示する。

２０１７年度の中間評価で、中間目標は達成したものの「データ解釈の精密化と実用的な

設計提案の立案についてより深く検討する」ことが求められたことから、研究開発体制を見



プロジェクト基本計画-24

直す必要があると考えた。従って２０１７年度で本研究を中止し、研究開発の内容を見直

し、ラボ試験を行いデータを蓄積し精度向上を図ると共に、実用的な設計立案に向け、実機

設計技術の確立を目指した要素研究を「研究開発項目④８）流動床ガス化燃焼技術を応用し

た石炭利用技術開発」で実施する。
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」

６）石炭火力の負荷変動対応技術開発

[実施期間]２０１７年度～２０２２年度

１．研究開発の必要性

日本の石炭火力発電所は、長年の技術開発の成果により、高い発電効率や排出ガス対策で、

世界的に最高レベルの技術を有している。しかしながら、日本の技術を採用したプラント価格

は、他の国のプラントに比べて高価であるため、国際市場に於いて必ずしも高い競争力を有し

ておらず、海外での導入事例も限られているのが現状である。日本の石炭火力発電所が受注に

至った地域では、厳しい技術要件が定められており、日本の高効率発電技術が入札時に評価さ

れている一方、他国性の石炭火力発電所を導入した諸外国のユーザーの多くが、稼働率の低下

をはじめとしたオペレーション上の様々な課題を抱えている。

また、２０１９年７月に閣議決定された「第５次エネルギー基本計画」において、石炭は

「現状において安定供給性や経済性に優れた重要なベースロード電源の燃料として評価され

ているが、再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、適切に出力調整を行う必要性が高まると

見込まれる」とされている。さらに、２０２１年１０月に閣議決定された「第６次エネル

ギー基本計画」において、今後、石炭火力は、電源構成における比率は、安定供給の確保を

大前提に低減とされている一方で、「再生可能エネルギーを最大限導入する中で、調整電源

としての役割が期待される」とされている。

今後とりわけ自然変動電源（太陽光・風力）の導入が拡大する中で、電力の需給バランス

を維持し周波数を安定化するために、火力発電等による調整力の一層の確保と信頼性・運用

性の向上が求められている。

そこで本事業では、石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させる

ための先進的な技術開発を実施する。そのことにより、日本の石炭火力発電プラントの競争力

向上にも寄与する。

２．具体的研究内容

負荷変動対応に伴う事故リスクと保守コスト低減に必要な故障予知・寿命予測等の保守技術

および石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるための先進的な

技術開発を実施する。

３．達成目標

[中間目標（２０２０年度）]

長期保守契約（ＬＴＳＡ）等に寄与できる各種モニタリング・センシング・解析等の要素技

術を確立する。

[最終目標（２０２２年度）]

負荷変動対応に伴う事故リスクと保守コスト低減に必要な故障予知・寿命予測等の保守技術

および石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるための先進的な

技術の見通しを得る。
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」

７）ＣＯ２有効利用技術開発

[実施期間]２０１７年度～２０２１年度

１．研究開発の必要性

供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国内の

発電供給量の２６％を担う重要な電源である。

しかし、これら石炭火力発電ではＣＯ２排出量が比較的多く、将来的にＣＯ２分離回収有効利用：

Ｃａｒｂｏｎ Ｃａｐｔｕｒｅ ａｎｄ Ｕｔｉｌｉｚａｔｉｏｎ （ＣＣＵ）が検討されている。現

時点ではＣＯ２の大規模処理が困難であるものの、有価物の製造等により利益を創出する可能性が

ある。

２０３０年度以降を見据え、将来の有望なＣＣＵ技術の確立を目指して、我が国の優れたＣＣＴ

（Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）等に、更なる産業競争力を賦与する事が可能なＣ

ＣＵ技術について、実用化に向けた開発を実施する。

２．具体的研究内容

短～中期において大規模且つ高濃度のＣＯ２ (９９%以上)を、エネルギーとして工業的に活用可

能な技術開発を実施する。一例として、メタネーション技術については石炭火力発電所等から回収

した高濃度ＣＯ２の適用性を評価する。

３．達成目標

[最終目標（２０２１年度）]

事業終了時に本事業として実施するＣＯ２有効利用技術の適用性を確認する。一例としては、将

来的に天然ガス代替では０．９ 円～１．４ 円／ＭＪ （ＬＨＶ）を見通す経済性を評価する。
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」

８）ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発

[実施期間]２０２０年度～２０２４年度

１．研究開発の必要性

エネルギー基本計画において、石炭火力は、安定供給性と経済性に優れたエネルギー源とし

て評価されているものの、温室効果ガスの排出量が多いという問題があるため、脱炭素化を見

据えた高効率化が望まれている。

石炭火力からのＣＯ２排出抑制技術としては、ＣＯ２の分離・回収技術があるが、エネル

ギー損失が大きいことから、発電システムとしてＣＯ２を分離・回収できるガス化技術を適用

した技術が有望視されている。また、この技術は、バイオマスや炭素系廃棄物等を燃料として

発電することによるＣＯ２排出削減や有価な生産物（水素や化学品等）の製造に応用できる技

術として期待されている。

本事業ではガス化技術を適用して、燃料を多様化するとともに、有価な生産物を併産するこ

とで、ＣＯ２分離・回収コストの低減を目指したＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシ

ステムを構築する火力発電設備設計技術の確立に向けた技術開発を実施する。

２．具体的研究内容

ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムを構築可能な技術として、流動床ガス化

燃焼技術と噴流床ガス化技術がある。

（１） 流動床ガス化燃焼技術の適用

流動床ガス化燃焼技術は、流動床技術をベースとして、空気燃焼塔、揮発分（可燃性ガス）

反応塔、石炭反応塔（ガス化）で構成され、流動材（酸素キャリア）を媒介として空気燃焼塔

で流動材を酸化し、酸化された流動材を揮発分反応塔、石炭反応塔に供給し、酸化された流動

材の酸素を用いて石炭をガス化し、発生した可燃性ガスを燃焼させるシステムで、窒素が揮発

分反応塔や石炭反応塔に同伴されないことから、石炭は燃焼後、ＣＯ２、水蒸気、ばいじんと

なる。煤塵を集塵機で捕集し、ガス温度を下げることで水蒸気を凝縮するとＣＯ２ガスのみが

分離回収できる。

本技術は中小規模（１００ＭＷ級）の発電プラントにも適用でき、多様な燃料（低品位炭、

バイオマス等）に活用できる。また、水素反応器を追加することにより、水素併産が期待でき

る。また、別置きのＣＯ２分離・回収装置や空気分離装置が不要であることから、エネルギー

損失がないＣＯ２分離・回収および水素製造が可能となる。

具体的研究内容としては、水素併産に最適な流動材の選定およびシステム開発、プラント構

成の最適化を実施し、流動床ガス化燃焼を適用した火力発電設備設計技術確立のための研究開

発を実施する。例えば、流動材を利用した水素製造技術の最適化、バイオマス燃焼の適用性、

長期運転における課題検討などを実施する。

（２） 噴流床ガス化技術の適用

酸素吹き石炭ガス化においては、ガス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼

させ、石炭を熱分解しているが、投入された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装

置等の所内動力の増加により送電端効率が低下することから、熱分解の一部をガスタービン排

熱等を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応に置き換えることにより、冷ガス効率の向

上を図るとともに酸素供給量の低減を図り、送電端効率の向上が可能となる。このようなＯ２

／ＣＯ２／Ｈ２Ｏ吹き噴流床ガス化技術をベースとし、燃料として石炭だけでなく炭素系廃棄

物等を利用することでＣＯ２排出量を削減し、化学品を併産することでＣＯ２分離・回収コス

トの低減が期待できる。
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具体的研究内容としては、炭素系廃棄物燃焼の適用性検証、ガス化ガスからの化学合成技術

の選定、システム構成の最適化を実施し、噴流床ガス化技術を適用した火力発電設備設計技術

確立のための研究開発を実施する。

３．達成目標

[中間目標（２０２２年度）]

ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムの実証設備設計に必要な要素技術の確立

に目途をつける。

[最終目標（２０２４年度）]

ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムにより分離・回収コスト１,０００円台／

ｔ－ＣＯ２を見通せる火力発電設備の設計技術確立および経済性を評価する。
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」

９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究

[実施期間]２０１８年度～２０２１年度

１．研究開発の必要性

我が国では、２０５０年に温室効果ガス８０％削減の目標が掲げられており、その達成に

向けた手段の一つとして、再生可能エネルギー電源（以下、再エネ電源）の増加が見込まれ

ている。２０１５年７月に公表された、長期エネルギー需給見通しにおいて示された２０３

０年度の電源構成比では、太陽光発電が７%の発電電力量を占めることになる。太陽光発電

の利用率を平均の１３％とすると、約６４００万 kW の設備容量を必要とし、これは国内事

業用の全発電設備容量の１／４程度に相当する。一方で、普及の拡大が予測される太陽光発

電や風力発電の出力は天候に大きく影響を受けるため、電力の安定供給を考えた場合、系統

安定化が必要不可欠である。

火力機は、大量に導入される再エネ電源に対応して、需給調整や周波数調整など重要な役

割を果たしている。例えば、太陽光発電の日中に生じる急激な天候変動等による大幅な出力

変動に対応するには、ガスタービン複合発電（以下、ＧＴＣＣ）を用いることが有望な手段

の一つであるが、現状の性能では起動時間が長い、出力変化速度が遅い、最低出力が高い等

の課題がある。

そこで本研究開発では、再生可能エネルギー電源の大量導入時の電力安定供給とＣＯ２排

出量削減の両立を狙い、既存の火力発電設備へのレトロフィットやリプレース向けに定格時

の効率を維持したうえで、機動力と再エネ出力不調時のバックアップ電源の両機能を具備し

た、機動性に優れる広負荷帯高効率ＧＴＣＣを開発するため、中核機器であるガスタービン

（以下、ＧＴ）の負荷変動対応に係る要素技術を開発し、実機に組み込める目処を得ること

を目的にする。

２．具体的研究内容

急速起動・出力変動時のＧＴＣＣの安定運転の実現に向け、ＧＴの数値解析技術、材料技

術、燃焼技術、制御技術、冷却・シール技術などの要素技術開発を行う。具体的には、試験

設備を用いて、燃焼器の急速起動･燃焼負荷変動･ターンダウン等の試験、軽量化したタービ

ンロータの設計と翼の試作、クリアランスや冷却･シール空気の能動制御機構の設計等を行

い、実証に進める目処を得る。

並行して、発電事業者にとって重要となる設備信頼性の確保に向けて、合理的な設備保守

技術の開発研究に取り組むとともに、実機レトロフィットによる機器実証の準備を行う。

表 先行研究で設定されたＧＴＣＣとしての目標性能

起動時間

（ﾎｯﾄｽﾀｰﾄ）
出力変化速度

1/2 負荷における定格からの

効率低下（相対値)

最低出力（一軸

式）

開発目標 10 分 20 %/分 10 % 10 %

（参考）

現状性能
60 分 5 %/分 15 % 45% 程度
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３．達成目標

[最終目標（２０２１年度）]

・先行研究で設定した目標性能（上表）を実現する目処を得るために、実規模の燃焼器を設

計･試作し、単缶実圧燃焼試験により、無負荷から定格まで５分で到達すること、最低負荷

条件においても安定燃焼が可能であることを確認する。

・急速起動、出力変化速度向上、最低負荷引き下げ、部分負荷時の効率低下抑制を含む、Ｇ

ＴＣＣシステムとしての運転制御技術とＧＴ後流（ＨＲＳＧ－蒸気タービン側）の成立

性・性能評価、急速起動に寄与する動翼･ロータの軽量化については、実プラントの設計に

反映できる目処を得る。

・合理的な設備運用保守を行うために、従来の考え方からの違いを整理する。

・対象ＧＴＣＣと他の調整力電源（揚水発電、蓄電池など）の経済性を比較評価し、事業と

して成立するための課題を整理する。

・既存設備のレトロフィットによる実証研究計画を立案し、実証試験の仕様を明らかにす

る。



プロジェクト基本計画-31

研究開発項目⑤ 「ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」

[実施期間]２０１５年度～２０２０年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施）

１．研究開発の必要性

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベース

ロード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるた

め、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発及び実用化

を推進することとされている。石炭は他の化石燃料と比べ利用時の二酸化炭素排出量が大き

く、地球環境問題での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についても更な

る二酸化炭素排出量の抑制が求められている。 今後ＣＯ２排出量抑制のためには、さらなる高

効率化に向けて、現在開発中のＩＧＣＣを効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技術等の開

発に加え、ＣＣＳによる低炭素化を図っていく必要がある。

しかしながら、ＣＣＳは多大な付加的なエネルギーが必要であり、効率の低下や発電コスト

の上昇を招く。そのためエネルギー資源を海外に依存する我が国では、資源の有効利用と発電

コストの抑制のため、このエネルギーロスを可能な限り低減する必要がある。

２．具体的研究内容

本技術開発においてはＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣの開発、水蒸気を添加した次世代ガ

ス化システム及び両技術の相乗効果確認を実施する。とりわけ相乗効果については、既存のＩ

ＧＣＣへ両要素技術の適用性についても効果を検証する。クローズドＩＧＣＣシステムは、排

ガスＣＯ２を一部系統内にリサイクルすることにより、ＣＯ２回収型石炭ガス化発電システム

の効率を大幅に向上することのできる、世界でも例のない次世代ＩＧＣＣシステムである。本

システムは高効率に加え、ＣＯ２の１００％回収が可能であるため、ＣＯ２を排出しないゼロ

エミッション石炭火力の実現が期待できる。また、次世代ガス化システムは、冷ガス効率及び

送電端効率の向上並びに実用化に向けた技術開発に向けて、酸素吹石炭ガス化においては、ガ

ス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼させ、石炭を熱分解しているが、投入

された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装置等の所内動力の増加により送電端効

率が低下することが効率向上のための課題となっていることから、熱分解の一部を、ガスター

ビン排熱を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応に置き換えることにより、冷ガス効率

の向上を図るとともに、酸素供給量の低減を図り、送電端効率の向上を目指す。ＣＯ２回収型

クローズドＩＧＣＣの実現に向けては、２００８年度から２０１４年度まで実施した「ＣＯ２

回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」において、石炭投入量３ｔ／ｄの小型ガス化炉を活用し、送

電端効率４２％（高位発熱量基準）以上を達成可能とする基盤技術を開発してきた。

本事業では、この基盤技術開発の成果を活用し、実機により近い大型のサイズのガス化炉に

おいて検証を行い、システム実現に向け、基盤技術をより確実な技術として発展させるととも

に、他のＣＯ２分離・回収技術と比較した本システムの経済的優位性を確認することを狙いと

する。

具体的には、石炭投入量５０ｔ／ｄ規模のガス化炉を用いた、Ｏ２／ＣＯ２ガス化技術の実

証や乾式ガス精製システムの実証といった高効率発電を可能とする各要素技術を開発する。ま

た、セミクローズドＧＴについては、燃焼試験とＣＦＤ解析を通し、実スケールの燃焼器の特

性評価を行う。

次世代ガス化システムのこれまでのシミュレーションによる検討結果では、①噴流床型ＩＧ

ＣＣガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率及び送電端効率の向上、②エネルギー

効率の高い酸素製造技術を組み込んだＩＧＣＣシステムの構築による更なる送電端効率の向

上、の可能性があることが分かった。そこで、これらの可能性を検証及び評価するため、以下

の項目を実施する。

（１）水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証
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噴流床型ガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率の向上について、小型ガス

化炉での検証を行う。

（２）エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性評価

エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性を評価する。

（３）ＩＧＣＣシステム検討

エネルギー効率の高い酸素製造装置を組み込んだＩＧＣＣの最適化システム試設計及び

経済性検討を行う。

冷ガス効率の向上及び試設計を踏まえて、送電端効率を精査する。

また、両技術の相乗効果確認及び既存のＩＧＣＣへ適用した場合の効果を検証する。

３．達成目標

[中間目標（２０１７年度）]

ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣについては、送電端効率４２％（高位発熱量基準）を見通

すための要素技術確立の目途を得る。

次世代ガス化システムについては、既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～

４８％）を凌ぐ高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得るため、小型ガス化炉による水蒸

気添加ガス化試験方法を確立する。

[最終目標（２０２０年度）]

ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣについては、２０１９年度までに送電端効率４２％（高位

発熱量基準）を見通すための要素技術を確立する。

次世代ガス化システムについては、２０１８年度までに既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴ

で送電端効率４６～４８％）を凌駕する高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得る。

両技術の相乗効果として、２０２０年度までにＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣの目標効率

から更に０．５ポイント程度の向上の見通しを得る。
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研究開発項目⑥ 「カーボンリサイクル・次世代火力推進事業」

[実施期間]２０１６年度～２０２４年度

１．研究開発の必要性

長期エネルギー需給見通しにおける基本方針は、３Ｅ+Ｓ（安全性、安定供給、経済効率

性、環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現することである。２０３

０年以降、中長期的に火力発電から排出されるＣＯ２を一層削減するには、次世代技術の普及

による更なる高効率化や再生可能エネルギーの利用拡大、並びにカーボンリサイクルの推進が

重要である。これらの推進を実現するには中長期的な研究開発も重要であるため、革新的技術

の先導研究や調査が必要となる。

２．具体的研究内容

最新の技術動向や社会情勢、社会ニーズに合わせ、国内外の火力発電技術分野およびカーボ

ンリサイクルにおける最新技術の普及可能性、技術開発動向、産業間連携等の調査や、新規技

術開発シーズ発掘のための調査を実施する。また、ＩＥＡ／ＣＣＣ（Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｃ

ｅｎｔｒｅ）、ＩＥＡ／ＦＢＣ（Ｆｕｌｄｉｚｅｄ Ｂｅｄ Ｃｏｍｂｕｓｔｉｏｎ）、等に

参画し、技術情報交換・各種技術情報収集を行うとともに、国内関係者への情報提供を行う。

また、今後の国際市場における日本の火力発電所受注に向けて、高い競争力を発揮できる戦略

及びビジネスモデルを構築する。さらに、低コスト高効率次世代火力発電システム実現に向け

た検討や次世代火力発電における燃料多様化（バイオマス、アンモニア等）のための調査およ

び先導研究を進める。また、カーボンリサイクルにおいては、要素技術検討のための共通基盤

技術開発（ＣＯ２還元、炭酸塩化等）を進める。

３．達成目標

[最終目標（２０２４年度）]

火力発電技術分野において、ＣＯ２排出量低減、環境負荷低減及び国際競争力の強化を図る

ために必要となる基礎的情報や、最新情報の収集・解析及び将来における次世代火力の技術開

発や導入可能性について、関連技術の適応性、課題等の調査を行う。また、海外との協力を通

して、我が国の優れたＣＣＴの導入に向けた取組を行う。カーボンリサイクル分野において、

先導研究や調査の成果を俯瞰して、関連技術の経済性や導入可能性、ＣＯ２削減効果に関する

基礎的情報や課題を整理する。
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研究開発項目⑦ 「次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発」

[実施期間]２０１７年度～２０２２年度

１．研究開発の必要性

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度の最高

温度は６３０℃程度が限界と言われてきた。７００℃以上の高温蒸気へ適用されるボイラ・

タービン適用材料開発については、長期高温環境下での使用を想定したクリープ試験を実施す

る等、更なる信頼性の向上が必要である。本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力

のリプレース及び熱効率向上需要に対応するため、高温材料信頼性向上及び保守技術開発を行

う。

２．研究開発の具体的内容

（１）高温材料信頼性向上試験

信頼性向上のため、クリープ疲労試験、異種材料溶接部健全性評価、材料データベースの

拡充、表面処理技術開発等を実施する。

（２）保守技術開発

タービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）等の精度向上、高効率化、適用箇所の拡大を

目的とした非破壊検査技術開発を実施する。

３．達成目標

[中間目標（２０１９年度）]

長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充については、各種データの取得を行い、

２０２１年度末までの試験計画を策定する。

表面処理技術開発等の高温材料信頼性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）

精度向上等の保守技術については、技術確立の見通しを得る。

[最終目標（２０２２年度）]

事業終了時において送電端熱効率４６％（高位発熱量基準）達成可能な商用プラントへ適用

する長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充、表面処理技術開発等の高温材料信頼

性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）精度向上等の保守技術を確立する。

４．その他重要事項

本事業については、他の事業との連携を図りながら、ユーザー及び外部有識者等の意見を適

切に反映し、着実な運営を図る。情報発信及び知財化についても、技術の流出防止と適宜知財

化を適切に助成先へ指導する。
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研究開発項目⑧「ＣＯ２有効利用拠点における技術開発」［委託・助成事業］

[実施期間]２０２０年度～２０２６年度

１．研究開発の必要性

供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国

内の発電供給量の２６％を担う重要な電源であるが、これら石炭火力発電ではＣＯ２排出量が

比較的多い課題がある。このような石炭火力を中心とした産業部門から生成するＣＯ２を削減

するため、経済産業省において策定された「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０

１９年６月策定、２０２１年７月改訂）において、ＣＯ２を資源として捉え、これを分離・回

収し、鉱物化や人工光合成、メタネーションによる素材や燃料への利用等とともに、大気中

へのＣＯ２排出を抑制していく方針が示された。

２０１９年９月に開催されたカーボンリサイクル産学官国際会議において、経済産業省よ

り、カーボンリサイクル３Ｃイニシアティブ、すなわち、３つのＣのアクションとして、①

相互交流の推進（”Ｃ”ａｒａｖａｎ）、②実証研究拠点の整備（”Ｃ”ｅｎｔｅｒ ｏｆ

Ｒｅｓｅａｒｃｈ）、③国際共同研究の推進（”Ｃ”ｏｌｌａｂｏｒａｔｉｏｎ）に取り組

むことが示された。

カーボンリサイクル技術の開発を効率的に進めるためには、ＣＯ２の分離・回収が行われて

いる場所において、カーボンリサイクル技術開発を重点的に進める必要がある。

２．具体的研究内容

１）ＣＯ２有効利用拠点化推進事業

ＣＯ２が得られる広島県大崎上島を研究拠点に、複数の企業や大学等が要素技術開発および

実証試験等を行うための拠点化に向けた検討および整備を行い、拠点の運営業務、要素技術開

発および実証試験の総括的な評価等を行う。

２）研究拠点におけるＣＯ２有効利用技術開発・実証事業

２０３０年の実用化に向け広島県大崎上島の研究拠点において、ＣＯ２有効利用に係る要素

技術開発および実証試験を実施する。

３．達成目標

［中間目標（２０２２年）］

複数の企業や大学等が要素技術開発および実証試験等を行うための拠点化に向けた検討およ

び整備を行う。また、ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発を行い、実現可能性を検討し、拠点

候補地で行うべき事業を選定する。

［中間目標（２０２５年）］

当該拠点化に向けた追加整備を必要に応じて行う。また、ＣＯ２有効利用に係る要素技術開

発や実証試験を行い、実施済の要素技術開発等についてＣＯ２有効利用技術の経済性、ＣＯ₂削

減効果等を評価する。

［最終目標（２０２６年度）]

ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発や実証試験を行い、２０２６年度まで実施した要素技術

開発等についてＣＯ２有効利用技術の経済性、ＣＯ₂削減効果等を評価する。
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研究開発項目⑨ 「ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発」［委託・助成事業］

１）化学品へのＣＯ２利用技術開発

[実施期間]２０２０年度～２０２６年度

１．研究開発の必要性

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利

用するカーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられ

ている。経済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月

策定、２０２１年７月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリー

ト、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術

を活用した製品の、コスト低減や用途拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。ま

た、２０２１年６月に策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦

略」においてカーボンリサイクル技術は、カーボンニュートラル社会を実現するためのキー

テクノロジーに位置づけられた。

化学品へのＣＯ２利用技術については、既存の化石燃料由来化学品に代替可能でありＣＯ２

削減・ＣＯ２固定化に繋がること、高付加価値品製造に利用可能であること、新規技術導入に

よる効率向上やコスト低減の可能性があること等から、カーボンリサイクル技術として実現

への期待は大きい。一方で、現状では基礎研究レベルに留まる研究も多く、今後重点的に技

術開発に取り組むべき分野である。

２．具体的研究内容

ＣＯ２を原料とした化学品の合成において、ＣＯ２と水素あるいは合成ガスから一段で直接

オレフィンを合成する技術や、ＣＯ２と水素あるいは合成ガスからＢＴＸ（ベンゼン・トルエ

ン・キシレン）等を製造する技術の開発、ＣＯ２分離回収技術とメタノール合成技術とを一体

化させたシステムの技術の開発等が必要である。これらについて高効率な製造技術の開発や、

全体システムの最適化を行い、適用条件の明確化や事業性の検討を行う。

３．達成目標

［中間目標（２０２２年）］

ＣＯ２を原料とした化学品合成の各技術について、要素技術開発および全体システムの構築

を行う。

[中間目標（２０２５年度）]

ＣＯ２を原料とした化学品合成の各技術について技術開発もしくは実証研究を実施し、全体

システムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削減効果および経済性評価を実施す

る。

[最終目標（２０２６年度）]

ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、化学品に関するカー

ボンリサイクル技術の実用化の見通しを得る。
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２）液体燃料へのＣＯ２利用技術開発

[実施期間]２０２０年度～２０２６年度

１．研究開発の必要性

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利

用するカーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられ

ている。経済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月

策定、２０２１年７月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリー

ト、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術

を活用した製品の、コスト低減や用途拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。ま

た、２０２１年６月に策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦

略」においてカーボンリサイクル技術は、カーボンニュートラル社会を実現するためのキー

テクノロジーに位置づけられた。

ＣＯ２由来の液体燃料については、既存の石油サプライチェーンを活用でき液体燃料の低炭

素化を促進する技術であることから、カーボンリサイクル技術としての実現への期待は大き

い。一方で、現状では生産効率やコストなどの面で課題が大きいことから、普及に向けて技

術開発に取り組む必要がある。

２．具体的研究内容

ＣＯ２を原料とした既存の液体化石燃料（ガソリン、軽油等）の代替品となり得る液体燃料

（微細藻類由来のバイオ燃料を除く）製造に関するＦＴ合成やその他合成反応など製造プロセ

スの改善などを通じ、ＣＯ２を有効利用しつつ、その排出削減を目指す技術開発を行う。

３．達成目標

［中間目標（２０２２年）］

ＣＯ２を原料とした液体燃料合成の各技術について、要素技術開発および全体システムの構

築を行う。

[中間目標（２０２５年度）]

ＣＯ２を原料とした液体燃料合成の各技術について技術開発もしくは実証研究を実施し、全

体システムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削減効果および経済性評価を実施す

る。

[最終目標（２０２６年度）]

ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、液体燃料に関する

カーボンリサイクル技術の実用化の見通しを得る。
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３）コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへのＣＯ２利用技術開発

[実施期間]２０２０年度～２０２６年度

１．研究開発の必要性

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利

用するカーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられ

ている。経済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月

策定、２０２１年７月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリー

ト、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術

を活用した製品の、コスト低減や用途拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。ま

た、２０２１年６月に策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦

略」においてカーボンリサイクル技術は、カーボンニュートラル社会を実現するためのキー

テクノロジーに位置づけられた。

コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへのＣＯ２利用については、ＣＯ２固

定化ポテンシャルが高いこと、生成物が安定していること、土壌改質などへの適用も見込め

ることなどから、カーボンリサイクル技術としての実現への期待は大きく、早期の社会実装

が望まれる分野である。

２．具体的研究内容

鉄鋼スラグ、廃コンクリート、石炭灰等の産業副産物、廃鉱物、海水（かん水）等からの有

効成分（ＣａやＭｇの化合物）の分離や微粉化等の前処理の省エネ化、湿式プロセスにおける

省エネ化、安価な骨材や混和材等の開発および炭素・炭化物の生成技術などの要素技術を開発

する。また、ＣＯ２発生源から製造・供給までの一貫システム構築・プロセスの最適化、用途

拡大と経済性の検討を行い事業性について検討する。

３．達成目標

［中間目標（２０２２年）］

コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへの各ＣＯ２利用技術について、要素

技術開発および全体システムの構築を行う。

[中間目標（２０２５年度）]

コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへの各ＣＯ２利用技術について技術開

発もしくは実証研究を実施し、全体システムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削

減効果および経済性評価を実施する。

[最終目標（２０２６年度）]

ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、コンクリート、セメ

ント、炭酸塩、炭素、炭化物などに関するカーボンリサイクル技術の実用化の見通しを得る。
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４）気体燃料へのＣＯ２利用技術開発

[実施期間]２０２１年度～２０２６年度

１．研究開発の必要性

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利

用するカーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられ

ている。経済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月

策定、２０２１年７月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリー

ト、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術

を活用した製品の、コスト低減や用途拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。ま

た、２０２１年６月に策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦

略」においてカーボンリサイクル技術は、カーボンニュートラル社会を実現するためのキー

テクノロジーに位置づけられた。

気体燃料へのＣＯ２利用技術については、既存の化石燃料を代替可能であり既存燃料市場へ

適応した場合、大規模なＣＯ２削減を実現する可能性を持つことや、既存のインフラを活用可

能な点から技術確立後のＣＯ２削減効果の波及のしやすさが大きく期待される等、カーボンリ

サイクル技術として実現への期待は大きい。一方で、現状では基礎研究レベルに留まる研究

も多く、今後重点的に技術開発に取り組むべき分野である。

２．具体的研究内容

ＣＯ２を原料とした気体燃料製造技術においては、触媒長寿命化や活性マネージメント、熱

マネージメント、スケールアップ検討、電解技術等を活用した基盤技術等の開発が必要であ

る。これらについて高効率な製造技術の開発や全体システムの最適化、またそれらを通じた低

コスト化検討等を行う。

３．達成目標

［中間目標（２０２３年）］

ＣＯ２を原料とした気体燃料製造の各技術について、要素技術開発および全体システムの構

築を行う。

[最終目標（２０２６年度）]

ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、気体燃料に関する

カーボンリサイクル技術の実用化の見通しを得る。
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研究開発項目⑩ 「石炭利用環境対策事業」

[実施期間]２０１６年度～２０２５年度

１．研究開発の必要性

石炭は、経済性、供給安定性に優れた重要なエネルギー資源であり、「第６次エネルギー基

本計画」においては、再生可能エネルギーを最大限導入する中で、調整電源としての役割が期

待されている。一方、石炭利用に伴い発生するＣＯ２、ＳＯｘ、ＮＯｘ、ばいじん等への対策

や、石炭灰やスラグの有効利用方策を確立することが喫緊の課題である。

２．具体的研究内容

石炭利用に伴い発生する環境影響の低減等に貢献する技術の開発を行う。

１）石炭利用環境対策推進事業

石炭利用時に必要な環境対策に関わる調査を実施する。また、今後のＣＣＴ開発を効率的

に支援するコールバンクの拡充及び石炭等の発熱性に係る調査・技術開発を行う。

石炭灰の発生量や有効利用に関する実態調査等を行う。具体的には、国内石炭灰排出量・

利用量を把握するとともに、海外の石炭灰利用技術及び利用状況等を調査する。また、石炭

等の燃焼灰利用及び削減に係る技術開発を行う。

さらに、石炭ガス化溶融スラグ有効利用技術を開発し、工業製品として規格化することに

より、スラグ製品として新しい販路を開拓し、石炭等の燃焼灰有効利用の用途を広げる。

２）石炭利用技術開発

石炭等の燃焼灰の利用用途拡大に関する技術開発を行う。

セメントを使用しないフライアッシュコンクリート製造技術の開発を実施する。加えて、

低品位フライアッシュの硬化体原材料としての適用範囲を把握し、有望視される用途（土木

分野、建築分野、環境分野等）に適した硬化体製造技術を確立する。

石炭ガス化溶融スラグを利用したコンクリート構造物を製造し、強度、組成、耐久性など

に関する評価試験を実施し、信頼性・性能の確認を行う。また、コンクリートを使用する際

のガイドラインとなる設計・施行指針を作成する。

３．達成目標

[中間目標（２０１９年度）]

１）石炭利用環境対策推進事業

石炭利用環境対策に関わる調査、コールバンクの拡充及び石炭等の発熱性を把握すること

により、石炭の有効利用技術の確立に向けた知見を得る。

石炭等の燃焼灰の有効利用、及び削減に寄与する技術の確立に向けた知見を得る。

また、新たな石炭ガス化溶融スラグ有効利用技術を開発し、工業製品としての規格化の見

通しを得る。

石炭の有効利用に資する国内石炭灰排出量・利用量等の共通基盤データをとりまとめる。

２）石炭利用技術開発

石炭等の燃焼灰の利用拡大技術として、セメントを使用しないフライアッシュコンクリー

ト製造技術を確立し、製品化に向けた用途を提案する。

[中間目標（２０２２年度）]

１）石炭利用環境対策推進事業

石炭等の発熱性を把握すると共に、石炭管理の指針に資する知見を得る。石炭等の燃焼灰

の有効利用、削減及び用途拡大に寄与する技術の確立に向けた知見を得る。

２）石炭利用技術開発
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石炭等の燃焼灰の利用拡大技術として、セメントを使用しないコンクリート製造技術を確

立、製品性能の見通しを得る。また、石炭ガス化溶融スラグを使用したコンクリートの信頼

性・性能を示し、また設計・施工指針を作成するための知見を得る。

［最終目標（２０２５年度）］

１）石炭利用環境対策推進事業

石炭利用環境対策に関わる調査、コールバンクの拡充及び石炭等の発熱性を把握すること

により、石炭の有効利用技術確立の見通しを得る。

石炭等の燃焼灰の有効利用、及び削減及び用途拡大に寄与する技術確立の見通しを得る。

また、新たな石炭ガス化溶融スラグ有効利用技術を開発し、工業製品としての規格化の見

通しを得る。

石炭の有効利用に資する国内石炭灰排出量・利用量等の共通基盤データをとりまとめる。

２）石炭利用技術開発

石炭等の燃焼灰の利用拡大技術として、セメントを使用しないフライアッシュコンクリー

ト製造技術を確立し、製品化に向けた用途を提案する。加えて、石炭ガス化溶融スラグを使

用したコンクリートの信頼性・性能を示し、設計・施行指針を作成する見通しを得る。
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研究開発項目⑪「アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業」［委託・助成事業］

[実施期間]２０２１年度～２０２４年度

１．研究開発の必要性

２０１８年７月「第５次エネルギー基本計画」では、石炭は、経済性、供給安定性に優れた

重要なエネルギー資源であり、重要なベースロード電源と位置付けられている。また、既存

のインフラを有効利用した脱炭素化のための技術開発として、アンモニアを燃料として直接

利用する技術開発が挙げられている。また、２０２１年１０月「第６次エネルギー基本計

画」では、アンモニアを燃料とした発電は燃焼時にＣＯ２を排出せず、カーボンニュートラル

実現に向けた電源の脱炭素化を進める上で有力な選択肢の一つと位置付けられている。

２０２０年３月に策定された「新国際資源戦略」では、ＣＯ２排出削減に向け、液体アンモ

ニアの混焼を含めて着実に技術開発等を進めることが必要とされている。

ＣＯ２フリーアンモニアは、水素を輸送・貯蔵できるエネルギーキャリアとして、火力発電

の燃料として直接利用が可能であり、燃焼時にはＣＯ２を排出しない燃料として、温室効果ガ

スの排出量削減に大きな利点がある。

火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用は、 ２０３０年以降、中長期的に火力

発電から排出されるＣＯ２を一層削減し、アンモニアをはじめとする水素エネルギーの社会実

装に繋がる技術開発である。

２．具体的研究内容

火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用技術を実証すべく、設備費、運転費並び

にアンモニアの製造・輸送コストを考慮した経済性検討、実証試験に必要な技術検討などを実

施する。

１） 要素研究［委託事業］

２） 実証研究［助成事業（１／２助成）］

※ １）の実施者を公募した後の、１）から２）への移行の可否は、外部有識者で構成され

る委員会の審査（ステージゲート審査）を経て決定する。

３．達成目標

［中間目標（２０２３年）］

火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用技術の見通しを得る。

［最終目標（２０２４年度）]

火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用技術を確立する。
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研究開発項目⑫ ＣＯ２分離・回収技術の研究開発［委託事業］

［実施期間］２０１８年度～２０２４年度

（２０２１年度までは「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業」において実施）

１．研究開発の必要性

２０２０年１月に策定された「革新的環境イノベーション戦略」においては、ＣＯ２分離・回

収コストの低減が技術課題として記載されており、新たな研究開発・実証として、固体吸収材や

分離膜を用いた分離回収技術が挙げられている。

また、２０２１年７月に経済産業省が改定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」で

は、ＣＯ２の分離・回収は共通技術として重要な位置づけとされている。

本事業では、石炭火力発電所等で発生するガスからＣＯ２を分離・回収するのに有効な技術と

して、固体吸収法および膜分離法について研究開発を行う。

２．具体的研究内容

（１）先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発【２０１９年度終了】

ＣＯ２の分離・回収技術の一つである化学吸収法のうち、高効率な回収が可能な「アミンを固

体に担持した固体吸収材」について、燃焼排ガスを対象としたプラン1ト試験設備を用いた実用

化研究を行う。

（２）先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究

石炭火力発電所の燃焼排ガスに最適化された、固体吸収材移動層システムの研究開発を行う。

固体吸収材移動層システムのＣＯ２分離・回収試験を実施するために、移動層パイロットス

ケール試験設備（４０ｔ-ＣＯ２/ｄ規模）について、設計・建設・運転等を行う。また、固体吸

収材の性能向上を図るとともに、固体吸収材の大量製造技術、移動層システムにおけるＣＯ２分

離・回収等の各工程にかかるプロセスシミュレーション技術等、ＣＯ２固体吸収法に関わる基盤

技術開発を行い、石炭火力発電所からの実燃焼排ガスを用いて、固体吸収法による石炭燃焼排ガ

スへの適用性を研究する。

（３）二酸化炭素分離膜モジュール実用化研究開発

石炭ガス化複合発電等で発生する比較的高い圧力を有するガスからＣＯ２を分離・回収するの

に有効な分離膜技術について、実ガスを用いた実用化研究を行う。

（４）二酸化炭素分離膜システム実用化研究開発

火力発電所等で発生するガスからＣＯ２を分離・回収するのに有効な膜分離技術について、実

ガスに適用可能な分離膜モジュールおよび分離膜システムの実用化研究を行う。

また、ＣＯ２分離・回収プロセスとＣＯ２利用プロセスの統合を考慮した膜分離技術の研究開

発を行う。

３．達成目標

（１）先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発

［最終目標］２０１９年度

ＣＯ２分離・回収エネルギーを１．５ＧＪ／ｔ－ＣＯ２を達成する固体吸収材・システムを開

発する。

（２）先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究

［中間目標］２０２２年度

移動層パイロットスケール試験設備すべての機器の据付、受電を完了し、石炭火力発電所煙道

から移動層パイロットスケール試験設備へ実燃焼排ガスを導入し、ＣＯ２を分離し回収出来るこ

とを確認する。
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固体吸収材のスケールアップ製造技術開発を行い、パイロット試験開始に必要な固体吸収材の

供給を完了する。また、移動層シミュレーションによる実ガス試験での最適運転条件を提示す

る。

［最終目標］２０２４年度

火力発電所などの燃焼排ガスなどからＣＯ２を分離・回収する固体吸収法について、実燃焼排

ガスからのＣＯ２分離・回収連続運転を実施し、パイロットスケール設備においてＣＯ２分離・

回収エネルギー１．５ＧＪ／ｔ－ＣＯ２の目途を得る。

（３）二酸化炭素分離膜モジュール実用化研究開発【２０２１年度終了】

［最終目標］２０２１年度

石炭ガス化複合発電等で発生する比較的高い圧力を有するガスからのＣＯ２分離・回収エネル

ギーについて、実用化段階（数百万ｔ－ＣＯ２／年規模を想定）で回収エネルギー０．５ＧＪ／

ｔ－ＣＯ２以下を達成する分離膜技術を開発する。

（４）二酸化炭素分離膜システム実用化研究開発

［中間目標］２０２２年度

実用化段階で想定される条件下でＣＯ２分離・回収に用いることができる分離膜材料の設計方

針の見通しを得て、評価設備による性能検証を開始する。

［最終目標］２０２３年度

火力発電等で発生するガスからのＣＯ２の分離・回収において、ＣＯ２の利用プロセスに適す

る分離膜材料を適用した分離膜システムを開発し、比較的高い圧力を有するガスからのＣＯ２の

分離・回収においては実用化段階でＣＯ２分離・回収エネルギーが０．５ＧＪ／ｔ－ＣＯ２以下

を達成できる技術を開発する。
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研究開発項目⑬「火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業」［委託・助成事業］

１） 機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の技術開発・実証研究［委託・助成

事業］

[実施期間]２０２２年度～２０２６年度

１．研究開発の必要性

２０２１年１０月に策定された「第６次エネルギー基本計画」では、再生可能エネルギーを

大量導入するには、調整力の確保等の電力システムの柔軟性の向上が必要であるとされてお

り、火力発電の今後の在り方についても、安定供給を大前提に設備容量の確保が挙げられて

いる。

火力発電の運用性向上を目指すため、調整力電源の安定性維持に貢献する機動性に優れるガ

スタービン複合発電（ＧＴＣＣ）に適用する技術について、既存設備への適用を対象とした

社会実装に取り組むことが重要である。

２．具体的研究内容

急速起動・出力変動時のＧＴＣＣの安定運転の実現に向け、発電事業者が抱える現状ガス

タービンの課題に対し、本事業の要素研究にて確立した燃焼技術、制御技術、数値解析技術

等を中心とした要素研究の成果を、発電事業者の設備投資コストをできるだけ抑えた形で実

用化する検討を実施し、最低負荷の引き下げ や出力変化速度改善の検証等を行う。

１） 要素研究［委託事業］

２） 実証研究［助成事業（１／２助成）］

※１）の実施者を公募した後の、１）から２）への移行の可否は、外部有識者で構成され

る委員会の審査（ステージゲート審査）を経て決定する。

３．達成目標

［中間目標（２０２４年度）]

機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電について、電力事業者の方針や対象

機器の要求仕様等に応じた設備仕様等をまとめる。

［最終目標（２０２６年度）]

機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電について、実証設備での目標性能達

成の目途を得る。
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研究開発項目⑬「火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業」［委託・助成事業］

２） 石炭火力の負荷変動対応技術開発・実証研究［委託・助成事業］

[実施期間]２０２３年度～２０２６年度

１．研究開発の必要性

２０２１年１０月に策定された「第６次エネルギー基本計画」において、火力発電は、再生

可能エネルギーの瞬時的・継続的な発電電力量の低下にも対応可能な供給力を持つ形で設備容

量を確保することを求められており、とりわけ自然変動電源（太陽光・風力等）の導入が今後

拡大する中で、電力の需給バランスを維持し周波数を安定化するために、火力発電による調整

力の一層の確保と信頼性・運用性の向上が必要となる。

２．具体的研究内容

火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるために、機動性に優れる

広負荷帯高効率発電用ボイラに関する技術開発・実証研究を実施する。

１） 要素研究［委託事業］

２） 実証研究［助成事業（１／２助成）］

※１）の実施者を公募した後の、１）から２）への移行の可否は、外部有識者で構成され

る委員会の審査（ステージゲート審査）を経て決定する。

３．達成目標

［最終目標（２０２６年度）]

負荷変動対応に伴う事故リスクと保守コスト低減に必要な故障予知・寿命予測等の保守技術

および火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるための先進的な技術

の社会実装に向けた見通しを得る。
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研究開発スケジュール

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

１）次世代ガス化システム技
術開発（委託）

２）燃料電池向け石炭ガスク
リーンナップ技術要素研究
（委託）

３）ガスタービン燃料電池複
合発電技術開発（委託）

４）燃料電池石炭ガス適用性
研究（委託）

５）CO₂分離型化学燃焼石炭
利用技術開発（委託）

６）石炭火力の負荷変動対応
技術開発（委託）

７）CO₂有効利用技術開発（委
託）

８）CO₂分離・回収型ポリジェ
ネレーションシステム技術開
発（委託）

９）機動性に優れる広負荷帯
高効率ガスタービン複合発電
の要素研究（委託）

研究開発項目⑥
カーボンリサイクル・次世代火力推
進事業（委託）

研究開発項目⑦
次世代技術の早期実用化に向け
た信頼性向上技術開発（１／２助
成）

年度（西暦）

研究開発項目①
石炭ガス化燃料電池複合発電実
証事業
１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成）
２）CO₂分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ
実証（２／３、１／３助成）
３）CO₂分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１
／２助成）
４）信頼性向上、低コスト化（１／３
助成）
５）CO₂分離・回収負荷変動対応ガ
スタービン要素技術開発（１／２助
成）

研究開発項目②
高効率ガスタービン技術実証事業
１）１７００℃級ガスタービン（１／２
助成）
２）高湿分空気利用ガスタービン
（ＡＨＡＴ）（２／３助成）

研究開発項目③
先進超々臨界圧実用化要素火力
発電技術開発
（２／３助成）

研究開発項目④
次世代火力発電基盤技術開発

研究開発項目⑤
CO₂回収型次世代IGCC技術開発
（委託）

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証

※

1 実証機の設計・製作・試運転

※

1

調査等

ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発

基盤

技術

基盤技術開発

基盤技術開発

基盤技術開発

信頼性向上技術開発

※

酸素吹ＩＧＣＣ実

証

ＡＨＡＴ

実証

※1

※1

※1

※

2

※1

※

2

※

2

※

2

基盤技術開発

基盤技術開発

2018年度以降は新規公募にて研究開発項目④８）で実施

基盤技術

開発

基盤技術開発

基盤技術開発

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証

信頼性向上、低コス

ト化

CO2分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発

2018年度以降は研究開発項目⑤へ統合

A-USC実証
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※１ 経済産業省にて実施

※２ ＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクトにて実施

※３ ２０２１年度までは「CCUS 研究開発・実証関連事業」において実

1982 ～ 14 15 16 17 18 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

１）化学品へのCO₂利用技術
開発（委託・助成）

２）液体燃料へのCO₂利用技
術開発（委託・助成）

３）炭酸塩、コンクリート製品・
コンクリート構造物へのCO₂
利用技術開発（委託・助成）

４）気体燃料へのCO₂利用技
術開発（委託・助成）

１）石炭利用環境対策推進事
業（委託）

２）石炭利用技術開発（２／３
補助）

１）先進的二酸化炭素固体吸
収材実用化研究開発

２）先進的二酸化炭素固体吸
収材の石炭燃焼排ガス適用
性研究

３）二酸化炭素分離膜モ
ジュール実用化研究開発

４）二酸化炭素分離膜システ
ム実用化研究開発

研究開発項目⑫

CO2分離・回収技術の研究開発

（※３）

年度（西暦）

研究開発項目⑧
CO₂有効利用拠点における技術開
発（委託・助成）

研究開発項目⑨
CO₂排出削減・有効利用実用化技
術開発（委託・助成）

研究開発項目⑩
石炭利用環境対策事業（委託・助
成）

研究開発項目⑪
アンモニア混焼火力発電技術研究
開発・実証事業（委託・補助）

研究拠点におけるＣＯ２有効利用技術開発・実証事業

４

化学品へのＣＯ₂利用技術開発

液体燃料へのＣＯ₂利用技術開発

炭酸塩、コンクリート製品・コンクリート構造物へのＣＯ₂利用技術開発

石炭発熱性調査・先導研究、スラグの規格化、石炭灰発生量及び有効利用実態調査、石炭灰利用・削減技術開発等

※

2

※1

石炭ガス化溶融スラグのコンクリート実規模性能試験

セメント不使用フライアッシュ製造技術開発

ＣＯ２有効利用拠点化推進事業

気体燃料へのCO2利用技術開発

アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業

※１

先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究

先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発

※１
二酸化炭素分離膜モジュール実用

化研究開発

二酸化炭素分離膜システム実用

化研究開発
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1982 ～ 14 15 16 17 18 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

１）機動性に優れる広負荷帯
高効率ガスタービン複合発電
の技術開発・実証研究

２）石炭火力の負荷変動対応
技術開発・実証研究

研究開発項目⑬
火力発電負荷変動対応技術開発・
実証事業

年度（西暦）

機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の

技術開発・実証研究

石炭火力の負荷変動対応技術開発・実証研究


